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概要 

 

クラウドコンピューティングに必要なリソースの確保を各組織で個別に実施するより，それら

の組織群が形成するコミュニティ全体で賄うことで，リソースの有効利用を図ろうとする動きが

ある．このために，クラウド間でのリソース融通を行うインタークラウド基盤構築が各コミュニ

ティで推進されて来ている．本研究では対象コミュニティ領域をアカデミックコミュニティとし

て，インタークラウド基盤構築によるコミュニティ内でのリソース利用の効率化を促進する新し

いアーキテクチャの提案とその評価を行い，従来のアーキテクチャに比較して，その実現性と有

効性の高さを示す． 

現在のインタークラウド基盤構築にあたって取られているアプローチは二つある．一つはクラ

ウド技術の標準化によるものであり，各クラウドを標準に準拠させることでクラウド間連携を促

進する．もう一つは，クラウドフェデレーションポータルの構築により各クラウドを連携させる

ハブ的機能を構築することでクラウド間連携を進める．前者はまだ技術革新が続いているクラウ

ド分野での標準化の難しさや，その標準への準拠のための各クラウド側での投資が制約となって，

クラウド連携実現に時間がかかっている．後者は，各クラウドの仕様差分の吸収で工夫が必要で

特定のクラウド間での機能限定の連携にとどまっている． 

本研究では，特にアカデミックコミュニティが持つ先進的な利用環境（SINET-4 のような高速

かつセキュアで安定運用されているネットワーク，学認のような高度な認証連携基盤）に着目し，

それらの環境を活用した，アカデミックコミュニティクラウドに適用可能な新しいアプローチと

インタークラウド基盤アーキテクチャを提案する． 

具体的には，従来のアプローチが，その時に存在する既存のクラウド間の連携のみを対象にし

ていることにそれらのアプローチが持つ課題の源泉があるため，この前提を取り除くというアプ

ローチを取る．つまり，クラウド連携の要請がある度に，オンデマンドで必要なクラウドを必要

な場所に必要な構成で構築するアプローチである．このことで，各クラウドが必要に応じて拡大

したり，移動したりできるようになり，クラウドの標準化やフェデレーションを必要とせず，ク

ラウド連携で想定したユースケースが実現できることを示す． 

さらに，そのプロトタイピングと評価を通じ，提案アーキテクチャの実現性と有効性を検証す

る．また，その限界を議論すると同時に将来展開の可能性についても述べる．将来展開の一つと

しては，今回前提とするネットワークや認証連携基盤が利用できるという前提がアカデミックコ

ミュニティ以外のコミュニティ領域（業界や企業グループなど）に広がった場合，それらのコミ

ュニティでも本研究の成果が利用できる可能性がある． 
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第1章 序言 
クラウドコンピューティングに必要なリソースの確保を各組織で個別に実施するより，それら

の組織群が形成するコミュニティ全体で賄うことで，リソースの有効利用を図ろうとする動きが

ある．このために，クラウド間でのリソース融通を行うインタークラウド基盤構築が各コミュニ

ティで推進されて来ている．本研究では対象コミュニティ領域をアカデミックコミュニティとし

てクラウド連携によるコミュニティ内でのリソース利用の効率化を促進する新しいアーキテク

チャの提案とその評価を行い，従来のアーキテクチャに比較して，その実現性と有効性が高くこ

のアーキテクチャを用いたアカデミックコミュニティクラウド構築への可能性を示す． 

1.1 アカデミックコミュニティクラウドとは 

近年，クラウドコンピューティング[1]- [9]は，運用性，高信頼性，計算効率，柔軟性の高さ

により，大学や研究機関など学術界でも活用が期待されている．例えば，予め教育や研究の標準

的な環境をクラウド基盤サービス上に構築しておくことにより，必要な時に必要な環境が迅速に

準備でき，その運用性を高めることができる．また，研究の実験環境として構築されたマシン環

境を，スナップショットとして保存することにより，環境の再利用性を高め，研究の効率化が望

める．さらには，大学や研究機関で個別に構築されているアカデミッククラウドが連携し，お互

いの持っている機能やリソースおよびデータを共有することにより，突発的なリソース増強や災

害時への対応を相互協力で実現しようという，アカデミックコミュニティクラウドとして機能す

る仕組みが求められて来ている[10]． 

1.2 研究の背景と目的 

本研究の背景となるアカデミッククラウドの現状とその目的である目指すべき実現したいア

カデミックコミュニティクラウド像について述べる． 

1.2.1 アカデミックコミュニティクラウドの現状 

各大学や研究機関でクラウドの柔軟性を活用した IT 基盤の構築が個別に始まっている．これ

らのクラウドはそれぞれの機関の事情によりサイズやアーキテクチャが様々でヘテロなクラウ

ドの集まりとなっている．アカデミックコミュニティクラウドは，これらの大学や研究機関で個

別に構築されているアカデミッククラウドが連携し，お互いの持っているリソースを連携させる

ことにより，突発的なリソース増強や災害時への対応を相互協力で実現しようという，アカデミ

ックコミュニティの連邦型のクラウド連携である．従来，大学や研究機関が独立にプライベート

クラウドを運営することでは限界のあった上記のユースケースに対応するために必要なリソー

ス不足を，コミュニティとして解消しようとする試みである．クラウド上のアプリケーションは，

自ら様々なモニタリングをすることで，必要に応じ，クラウド基盤が持つインタフェースを使っ

て動的にリソース変動させることができる．例えば，アプリケーションへのトラフィックの変動

へ自ら柔軟に対応できる．既存研究によってアプリケーションを構成するプログラムを動的にク

ラウド上の仮想マシンに配備する手法が有効であると示されている．本研究では，こうしたアプ

リケーションをクラウド型アプリケーションと定義する．既存クラウド連携機構は，クラウド型

アプリケーションが本来のプライベートクラウドのリソース不足により他のプライベートクラ

ウドのリソースを活用する際に以下の 二つの問題がある． 

問題１：クラウド型アプリケーションに様にクラウド基盤を活用する場合，他クラウドと連携す
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るためには，クラウド基盤間の API 差を吸収し，さらにネットワーク接続をアプリケーション個

別に構築するなどプログラマにアドホックな実装を強要する．その結果，汎用性の低いプログラ

ムとなってしまうため，クラウド型アプリケーションの継続的な保守を困難にする課題がある． 

問題２：クラウド型アプリケーションが別のプライベートクラウドにマイグレーションする必要

がある場合，マイグレーション先のクラウド基盤でのマシンイメージの起動のためには，マシン

イメージの変換後，そのマシンイメージをネットワーク経由で転送とマシンイメージ登録を実施

してからマシンイメージ起動を実行する必要がある．マシンイメージはそのサイズが大きいこと

からその変換や転送に要する時間を許容できない場合がある． 

問題１や問題２を引き起こさない方策として，クラウドの標準化（クラウド基盤 API やマシン

イメージフォーマット）やフェデレーションポータルによるマルチクラウドサポートが叫ばれて

長いが，それぞれの要求に沿うための仕様は膨大となり，実装が伴った実用的なクラウド連携に

適用されている標準は現在のところ存在しない． 

すなわち，クラウド連携の従来のアプローチである標準化では，仕様が複雑になり実装が出来

ていないし，今後実装されると言う見通しが無く，実現性が低い．たとえクラウド連携の標準化

が進み，実装もいくつかのクラウド基盤に関してなされたとしても，今後クラウド基盤側の進展

にともなう変化への対応を各クラウド基盤側で継続的に行なわなければならないというコスト

が発生する．現在議論されている標準化案の複雑さから，このコストはクラウド連携により得ら

れるメリットを得るために妥当なサイズに収まらない可能性が高い．もう一つのアプローチであ

るクラウド連携ポータルでは，ポータルから呼び出されるクラウド基盤間の共通機能のみしか使

えないという制約があり，クラウド連携により他クラウドを使えたとしても，既存のクラウド機

能の一部の機能のみしか使えない場合があり，クラウド連携の有効性が低い範囲にとどまってい

る．  

従って，実現性と有効性の両方を満たすクラウド連携方法がないためアカデミックコミュニテ

ィクラウドを構築する上で重要なクラウド連携が進まないという課題を抱えている． 

1.2.2 アカデミックコミュニティクラウドの実現に向けて 

一般のクラウド連携の実現のためは，既存のパブリッククラウドやプライベートクラウド間を

接続するネットワークについての特定の前提条件を設定できないため，インターネット経由での

接続を前提としてアプローチにならざるを得ない．インターネット上にそれぞれ VPN を構成して

クラウド接続するのが一般的な方法となっている．従ってクラウド連携のために VPN 接続レベル

のネゴシエーションプロトコルや，それを経由してリソース要求する場合のネゴシエーションプ

ロトコルなど各レイヤのネゴシエーションをクラウド基盤種対毎に実施できる必要がある．クラ

ウド基盤種対毎での対応では，そのコストが増大するので，そのコスト削減のために，クラウド

連携に必要なプロトコル仕様の標準化や，クラウド連携ポータルのようにハブ機能側でクラウド

基盤種に依存する差分を吸収するなどのアプローチが取られている．上述のように前者は実現性

に課題があり，後者は有効性に課題があるため，現在まで有効性の高いクラウド連携が実現でき

ていない．あるいは現実路線として，ハイブリッドクラウドのように一つのプライベートクラウ

ドとパブリッククラウド連携という限定した実現のレベルにとどまっている．コミュニティクラ

ウド形成の主な目的であるプライベートクラウド間の連携によるリソース融通を達成する実現

性，有効性ともに高い方法が存在していない． 

一方，アカデミックコミュニティクラウドと適用対象を限定した場合は，連携対象となるアカ

デミッククラウドが SINET に接続されているという前提が成り立つため，SINET の持つ機能であ

る L2VPN/VPLS 機能を使うアーキテクチャが適用可能である．今までのクラウド連携ではネット

ワークに対する前提条件が置けなかったため L2 接続によるクラウド基盤の延伸というクラウド
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連携手法は取れなかった．また，管理主体が異なるサービス間の認証をフェデレーションするア

カデミックコミュニティで利用されている認証基盤「学認」によるサービス連携を実現できる．  

アカデミックコミュニティに限定することで，利用広域網である SINET のネットワーク機能や

認証基盤機能を用いた新しいアプローチを適用し，そのアプローチに従ったアーキテクチャを提

案できる．適用範囲を限定し，その範囲で使える機能を前提とした，今まで一般的な適用範囲で

は取れなかったアプローチとアーキテクチャを提案し，その実現性や有効性を評価することに意

味がある． 

1.2.3 本論文の貢献 

現在，アカデミッククラウドとして最大規模のものはコア数で 2,000 コアとなっている．この

ため，今後の拡大および複数アカデミッククラウドとの同時連携を考慮し，インタークラウド基

盤側は 20,000 コアを連携規模とする．第 4 章で述べる全てのユースケースともクラスタの動的

構築およびその上のクラウド基盤の構築，その上での仮想マシン群の立上によるサービス提供ま

でをトータルにして，1 時間以内に達成できれば実用的と言えるため，コア数 2,000 コアのクラ

ウド基盤をこの時間内に立ち上げ運用できることを性能に関する目標とした．但し，急激な負荷

増加に対する性能保証に関するユースケースについては，クラウド基盤リソースが不足した場合

の拡充の速度について，さらに迅速な対応が求められる可能性があるため，逐次クラウド基盤を

拡張する場合については 10 分以内の立ち上げを性能目標とした．このような規模と性能要求を

満たすアカデミックコミュニティクラウドのアーキテクチャを提案し，プロトタイピングを通じ

て実証したことが本論文の貢献である． 

本研究では，特にアカデミックコミュニティが持つ先進的な利用環境（SINET-4[11]のような

高速でセキュアで安定運用されてネットワーク，学認[12] のような高度な認証連携基盤）に着

目し，それらの環境を活用した，アカデミックコミュニティクラウドに適用可能な新しいアプロ

ーチとクラウド基盤アーキテクチャを提案する（図 1-1）． 

既存のアプローチがクラウド基盤の管理主体とそれを実行するハードウェアの管理主体が同

一であると言う前提を持ち，連携時にすでに存在する既存のクラウド間の連携を対象にしている

ことに，それらのアプローチが持つ課題の源泉があることに着目する．どちらもすでにあるクラ

ウド基盤間をつなぐための接続部分を作る困難さが課題のもととなっている． 

既存のクラウド間をクラウド基盤の管理主体とそれを実行するハードウェアの管理主体を分

離し，オンデマンドで必要な場所にハードウェアを確保し，その上にクラウド基盤を動的に構成

可能とするアプローチを取る．このことで，各クラウドが必要に応じて拡大したり，移動したり

できるようになり，クラウドの標準化やフェデレーションを必要とせず，クラウドがそのままの

クラウド基盤 API やマシンイメージフォーマットを維持したまま，拡大，移動するためアカデミ

ックコミュニティクラウド内でのクラウド型アプリケーションが走行できる継続的な実行が実

現できる．このアプローチに従って，広域網の持つ L2VPN 機能を活用することで動的に構成する

クラウド基盤を広域網上で動的に拡張できる仕組みを基本としたクラウド連携アーキテクチャ

を提案し，具現化した． 

クラウド連携アーキテクチャは地域分散しているインタークラウド基盤センタ内にあるベア

メタルマシンを動的にクラスタ化して，その上にクラウド基盤を自動構築することを Cluster as 

a Service と呼ぶ Web サービスとして提供する部分と，それらのクラウド基盤から共有される地

域分散型のオブジェクトストレージサービスから構成される．Cluster as a Service を用いるこ

とで SINETを経由してベアメタルマシンを自分の持っているクラスタに L2レベルで延伸できる．

ベアメタルマシンが扱えることの重要性は，本提案アーキテクチャにおいて，クラウド基盤を広

域に L2 網で拡張できることである．クラウド基盤では通常 Hypervisor によるサーバの仮想化技
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術を活用する．この際，各種仮想化技術を各クラウド基盤用に実現するためには，仮想化の上の

仮想化ではなく，ベアメタルからの仮想化である必要がある．また，アカデミックコミュニティ

では性能評価の際などにベアメタルマシンを直接使いたいと言う要求もあるので，その要求に対

応できる． 

このアーキテクチャで，実現性と有効性の高いクラウド連携が実施できることをアカデミック

コミュニティクラウドに関するプロトタイピングにより検証した． 

 具体的には，すでに標準化が定まって普及しているベアメタルマシンの起動・制御部分を出発

点として，それを使った動的クラウド基盤構築手法を確立する．従来のアプローチのような既存

のクラウド基盤を連携させる方法ではなく，必要に応じてクラウド基盤を創造することでクラウ

ド連携を実現することを基本とするアカデミックコミュニティクラウドアーキテクチャを提案

し，実現の際に解決しなければならない以下の課題に取り組み，上記プロトタイピングを通じて，

その解決策を見出した． 

１． ベアメタルマシンを閉域ネットワークに組み入れたクラスタを数秒以内で動的に構成する．

この際，クラスタ上にデプロイするクラウド基盤間では仮想マシンに割り当てる IP アドレス，

MAC アドレスや VLAN-ID について同一のものが重複して利用される可能性があることへの対処が

必要である． 

２． 動的に構築したクラスタ上にクラウド基盤をオンデマンドでデプロイする．この際，デプ

ロイ時間はクラスタのサイズに依存せずスケーラブルである． 

３． クラウド基盤から利用するマシンイメージやデータへのアクセスが高速に行なえる． 

研究成果を実際の SINET と学認と連動するインタークラウド基盤の構成に活用することで，ネ

ットワーク，認証基盤それにクラウド基盤が一体となった学術基盤を構成し，アカデミッククラ

ウド利用者にとって使い易く，さらに投資対効果の高いサービス提供することで，アカデミック

コミュニティクラウド実現を促進することができる． 

 

図 1-1   既存アプローチと提案アプローチの比較 

ハードウェア-1

クラウド-A

ハードウェア-2

クラウド-B

クラウド-A 運用者 クラウド-B 運用者

Network  with 
Glue software

サービス実行用クラスタ-β

ハードウェア-1

クラウド-A クラウド-B

クラウド-A 運用者 クラウド-B 運用者

ハードウェア-1運用者

ハードウェア-2

ハードウェア-2運用者

クラウド-C 運用者

クラウド-C

SINET

サービス
実行用
クラスタ-

α

サービス
実行用
クラスタ

-γ

サービス実行用クラスタ-βサービス実行用クラスタ-α サービス実行用クラスタ-γ

提案アプローチ

既存アプローチ

クラウド連携は，
クラウド運用者が運用している
異種のクラウドをネットワーク機能
とそれに付随するGlue機能によって
結びつけることにより作りだした
リソースを使って実現する．

クラウド運用者とクラウド基盤を
支えるハードウェアの運用者を
分離する．

クラウド連携は，
複数のハードウェア運用者から
確保したリソースをSINETで繋ぎ
その上にクラウドを作りだすことで
実現する．
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1.3 本論文の構成 

本論文は 9 章から構成される．第 1 章は，本研究の背景や目的について述べる．第 2 章では，

クラウド基盤連携に関する代表的なユースケースについて述べる．第 3章では，クラウドコンピ

ューティングの分野における動向と，従来のアプローチが持つ課題について説明する．第 4章で，

この課題を解決する本研究で追求する新しいアプローチの提案を行う．さらに，このアプローチ

に沿ってインタークラウド基盤を構成する際に必要な設計方針を整理する．第 5章では，この設

計方針を達成するためのアーキテクチャを示す．第 6章では，アーキテクチャの有効性と実用性

を検証するために構成したプロトタイプについて説明する．第 7章で，関連研究についてまとめ

本提案の位置づけを述べる．第 8章では，解決策として提案した，動的配備を行う際のアーキテ

クチャについて，実現性と有効性の観点から議論する．第 9章で，研究を通じて得られた知見を

まとめると同時に，提案手法の有効性および限界について示し，本論文を結ぶ． 
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第2章 クラウド基盤連携ユースケース 
具体的なアカデミックコミュニティクラウドへの設計方針を明確にするための出発点として，

コミュニティクラウドでのクラウド連携のユースケースからクラウド標準プロトコルまでを一

貫性を持って議論したグローバルクラウド基盤連携技術フォーラム（GICTF）[13] で策定されて

あユースケースを例に取る．この活動自体は第 3章で述べるようにクラウド標準化という既存の

第一のアプローチに沿った活動であるので，そのアプローチとの比較をする意味でも同一のユー

スケースを基準とすることとする．GICTF では，クラウド基盤連携の議論の出発点となるクラウ

ド連携のユースケースとして以下の６つが提示されている． 

U1: 急激な負荷増加に対する性能を保証 

U2: 遅延に対する性能保証 

U3: 災害や大規模故障発生に対する可用性保証 

U4: サービス継続  

U5: サービス連携による利便性向上 

U6: ブローカー介在による市場取引  

これらのユースケースを層別すると，このうち U1-U4 はクラウド基盤側の連携に関するもので

あり，アカデミックコミュニティクラウドで特に重要となると考えられる．U5 についてはその基

盤の上にのるサービス間の連携であり，サービスコンピューティングの手法を用いてアプローチ

する分野であると考えられるれ，さらにアカデミックコミュニティクラウド特有の対象ではない．

U6 については，市場性の問題であり，本研究の主要な対象から外して議論する． 

 一方，グローバルクラウド基盤連携技術フォーラムではあがっていないアカデミックコミュニ

ティクラウド特有のユースケースとして，巨大なデータやスパコンなどの移動が困難な特殊リソ

ースを活用した計算処理を高速に行なうというものがある． 

U7: 特殊リソースを活用した効率的な計算処理 

クラウド連携のユースケースは，あるクラウドが何らかの理由により他のクラウドのリソース

を借用するというユースケースよりなる．U1は自らのリソースが不足するため，他のクラウドの

リソースを借用するユースケースであり，U2は他のクラウドの方がネットワークレイテンシの関

係から実行環境として条件が良いので，そちらを借用するというユースケースです．U3 は災害な

どにより自クラウドが使えないので他クラウドのリソースを借用して，そちらに非常用環境を構

築するというユースケースである．U4 は自らのクラウドでのサービス継続が出来なくなったので，

他クラウドのリソースを借用してサービス継続するというユースケースである．U7 は U2 と同様

に他のクラウドの方がネットワークレイテンシの関係から実行環境として条件が良いので，そち

らを借用するというアカデミックコミュニティクラウドに特有のユースケースである． 

本研究では，ユースケース U1-U4, U7 を対象として，それらの実現の際に従来のアーキテクチ

ャの持つ課題を克服する，より実現性と有効性の高いクラウド連携アーキテクチャを提案する． 

以下に順にこれらのユースケースについてアカデミッククラウドのユースケースに置き換え

て説明する． 

2.1 急激な負荷増加に対する性能を保証（U1） 

サービスの利用者は，インターネット経由で大学 A のクラウドシステムが提供している WEB 

サービス（Learning Management System など）へログインしていたが，学期末のため利用者から

のアクセスが増大し，WEB サービスへの負荷が増加した．  

そのため，クラウドシステムはモニタリングにより，負荷増加による WEB サービス の性能低

下を判断し，大学 B が提供するコミュニティクラウドからリソースを借用することで同様の性
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能での WEB サービス提供が可能となる．  

2.2 遅延に対する性能保証（U2） 

あるクラウドシステムが提供するサービス（例えば Desktop as a Serivice）の利用者が国際

会議で海外出張した際，通常利用しているサービス拠点からの物理的距離が長くなることで，ネ

ットワーク遅延の増大が発生する．これはサービスの応答性能低下を引き起こす． モニタリン

グによりクラウドシステムが応答の性能低下を検出し，移動先に近い拠点のクラウドシステムか

らリソースを借用することで，通常と同様の性能のサービスが利用可能となる． 

2.3 災害や大規模故障発生に対する可用性保証（U3） 

大学 A のクラウドシステムが自然災害を被災し，サービスの継続が不可能となった．あらか

じめサービスの復旧（リカバリ）先となっている遠距離の大学 B，C，Dのリソース（アプリケー

ション，ミドルウェア，DB サーバなど）を利用し，ディザスタリカバリを行う．そのことにより，

大学 Aにより提供されていたサービスが一時的に他の大学から提供され，利用者はサービスを継

続して利用可能となる．  

2.4 サービス継続（U4） 

大学 Aの法定停電によりクラウドサービスが停止してしまうと，利用者が同じクラウドサービ

スを利用するには，他大学などが提供する同種のクラウドサービスに再度利用者登録などが必要

となる． そのような状況を回避するため，あらかじめ大学 A の提供しているリソース，アプリ

ケーション，利用者の ID 情報などを他大学のクラウドシステムへ転送する．これにより，利用

者は大学 A のクラウドサービスの停止時にも，大学 B，C から同様のサービスを継続して利用可

能となる． 

2.5 特殊リソースを用いた計算処理（U7） 

巨大なデータやスパコンなどの移動が困難な特殊リソースを活用した計算処理を高速に行な

う．計算処理実行時間はその計算が実行される IT リソースと巨大なデータやスパコンなどの移

動が困難な特殊リソースとの間のネットワーク遅延時間に依存することが多い．このため，移動

の困難なリソースに計算処理を実施するリソースが動的に近付くことで計算処理時間の短縮を

はかる[14]． 
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第3章 従来のアプローチ 
第 2章で述べたユースケースを満足するクラウド基盤連携を実現する方法として取られている

従来のアプローチを整理する．大きく分けて，クラウド基盤の連携のトポロジとして以下の二つ

に分類される．一つは P2P，一つはハブ-スポークモデルである． 

前者はクラウド基盤の標準化を進め，各クラウド基盤を中心にしてクラウド基盤間 P2P で連携

する方法，後者は各クラウドのフロントエンドにあたるフェデレーションポータルを作る方法で

ある．  

3.1 クラウド標準化によるアプローチ 

3.1.1 クラウド標準化を前提にしたモデル 

 クラウドの標準化を前提にしたアプローチでは，図 3-1 に示したクラウド-A利用者には透過的

にクラウド-A運用者が必要に応じ，クライド標準のインタフェースやプロトコルを用い，クラウ

ド-B 事業者からクラウド-B のリソースを借り出し，クラウド-A 利用者へのサービスのために利

用する．逆に，クラウド-B 利用者には透過的にクラウド-B 運用者が必要に応じ，クライド標準

のインタフェースやプロトコルを用い，クラウド-A 事業者からクラウド-A のリソースを借り出

し，クラウド-B 利用者へのサービスのために利用する． 

 

図 3-1  クラウド標準化を前提としたクラウド連携 

このことで，それぞれのクラウドの利用者にとっては自分が利用登録しているクラウドを利用

しているつもりで透過的に他クラウドを間接的に利用し，U1-U4, U7 のユースケースが実現でき

ているように見える．これは信号通信プロトコル他の標準化により国際電話網でのローミングサ

ービスなどが機能している状況に類似している．この際，利用者への負担はない反面，提供者側

ネットワーク
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は実際に実装可能な国際的な標準化までを成し遂げ，実際に自らのクラウド基盤をその標準に準

拠したものとする大きな負担がしいられる．クラウドの標準化については以下の事例に示すよう

に，まだ標準が乱立している状況で，今後のクラウド技術の進展も吸収しつつ国際的な標準まで

昇華させ，それを多くの提供者が実装するまでには多大なコストと時間が必要であると推定でき

る． 

3.1.2 クラウド標準化事例 

各標準化団体では，IaaS の Interoperability 確保に向け，API 標準化やセキュリティ等を検

討している ITU-T（FocusGroup，SG13），ISO/IEC JTC1（SC38）等，デジュール機関もクラウド標

準化検討を開始した．主要クラウドベンダからは，顧客からの要望が強くない，現時点での標準

化はイノベーションの障害となるなどの理由により，標準化は時期尚早との意見も出ている．図

3-2 がクラウド標準化活動の概観である． 

 

 

図 3-2   クラウド標準化活動概観（GICTF 資料[13]より転載） 

クラウド標準化によるクラウド連携に向かうアプローチの代表的な例として，日本のグローバ

ルクラウド基盤連携技術フォーラム（GICTF）と欧州の RESERVOIR プロジェクトを紹介する． 

3.1.2.1 グローバルクラウド基盤連携技術フォーラム（GICTF） 

クラウドシステム間の連携インタフェースやネットワークプロトコルの標準化を推進し，より

信頼性の高いクラウドサービスの実現等を目指して日本の標準化活動フォーラムである． 

1. 設立背景 

国際的なクラウドシステム間の連携を進めるために産学官合同で，クラウド間連携に関連す
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る技術の研究開発や実証実験の支援を行う団体として，グローバルクラウド基盤連携技術フォー

ラムは設立された． 

 

図 3-3   インタークラウドの位置づけ (GICTF 資料[13]より転載) 

2. 主な活動内容と目標 

(1) クラウドシステム利用技術等の開発・標準化の推進 

(2) クラウドシステム間連携を実現する標準インタフェースの提案（図 3-4） 

(3) 技術交流会，講習会の開催，普及に向けた提言・要望のとりまとめ 

(4) 欧米の関連フォーラムとのリエゾン，関連研究開発チームとの交流 

 

図 3-4   クラウド間連携標準の位置づけ(GICTF 資料[13]より転載) 
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3.1.2.2  RESERVOIR 

欧州の RESERVOIR プロジェクト[15]-[18]は「EC（European Commission）が，2009 年春に Expert 

Group を DG INFSO/D3 に発足，FP7 ワークプログラムの中で活動中」に対応するプロジェクトで

ある．FP7 の ICT 部門では，2 年毎に作業プログラムが策定されている．現在まで，2007-2008 年

度作業プログラム，2009-2010 年度作業プログラム（WP2009-2010），2011-2012 年度作業プログ

ラム（WP2011-2012）が発表されてきたが，クラウドコンピューティングという言葉がクローズ

アップされるようになったのは，WP2011-2012 になってからである．これは，EUの「クラウドコ

ンピューティングの未来」（2010 年 1 月発表）が作業プログラムの策定に影響した可能性が考

えられる．だが，クラウドコンピューティングという言葉は既存の技術やサービスを総称して指

示するものであり，過去の公募 1（WP2007-2008）及び公募 5（WP2009-2010）においてもクラウ

ドに関連するプロジェクトが募集され，採用されている．公募 5 では，すでにクラウドという

語も登場している．RESERVOIR は WP2007-2008 で採用されたプロジェクトである． 

RESERVOIR は EU がスポンサーのプロジェクトで，第 7 次研究・技術開発のための枠組み計画

（FP7）に沿い，ソフトウェアや通信分野の大手企業が中心となって， 2005 年に発足したオープ

ンスタンダードにもとづくソフトウェアとサービス開発を目指す NESSI（Networked European 

Software and Services Initiative）と連携するものである．プロジェクトの課題は，異なる IT

システムやサービスのバリアを無くし，真にユーザーフレンドリーな環境の 提供を目指すもの．

このために Cloud Computing を用いて異なる ITプラットフォームや IT サービスを境目無く提供

する管理技術を研究する．プロジェクトの実際の活動は，イスラエルに ある IBM の Haifa 

Research Lab が核となり，パートナーとして独 SAP Research，米 Sun Microsystems，スペイン

Telefonica Investigacion y Desarrollo，仏Thales，スウェーデンUmea University，英University 

College of London などが参加．また，NESSI には，仏 Atos Origin，英 BT Group，伊 Engineering 

Ingegneria Informatica，IBM，HP，フィンランド Nokia，独 SAP，独 Siemens，独 Software AG，

伊 Telecom Italia，スペイン Telefoica，仏 Thales，現 OW2（旧 ObjectWeb コンソーシアム）な

どが参加している． 

図 3-5 に示すアーキテクチャに基づいて標準化とそれに沿った実装を進めている． 



 

15 

 

VEE: virtual execution environment 

VEE host: The virtualized computational resources, and all the management enablement components. 

図 3-5   RESERVOIR アーキテクチャ (RESERVOIR 資料[18]より転載) 

マルチサイトへの配置についてはそれぞれの Service Application がそれぞれの VEEM へ依頼

してリソース確保し，アプリケーション配備をすることを前提としている．（図 3-6） 

 

 

 

図 3-6   RESERVOIR のマルチサイト配置 (RESERVOIR 資料[18]より転載) 
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3.2 クラウドフェデレーションによるアプローチ 

3.2.1 クラウドフェデレーションを前提にしたモデル 

クラウドフェデレーションポータルを前提にしたアプローチでは，図 3-7 に示したフェデレー

ションポータル利用者の要求に応えてクラウドフェデレーションポータル運営者は必要に応じ，

クラウド-A やクラウド-B のリソースを借り出し，フェデレーションポータル利用者へのサービ

スに利用する．この場合，直接クラウド-A を利用するクラウド-A 利用者はクラウド-A の利用の

みできフェデレーションポータル利用者のように透過的にクラウド-B のリソースも利用するこ

とはできない．クラウド-B 利用者についても同様である． 

 

図 3-7  フェデレーションポータルを前提としたクラウド連携 

フェデレーションポータルがその利用者に提供できるサービスは，委託先であるクラウド基盤

の持っているサービスの最大公約数的な共通部分にならざるを得ない．最大公約数的なサービス

を超えるためにはその超えた部分についてはフェデレーションポータル側で実装，サービス提供

する必要があり本来のこのアプローチの趣旨に反してフェデレーションポータル側が肥大化し

てしまい，一つの巨大なクラウド基盤を作ることにつながる．これはクラウド連携によるコミュ

ニティクラウド作りという方向から逸脱することになる．従って，本来利用者が得たいサービス

を制限することになる．実際，このアプローチによるクラウド連携は連携先が少数にとどまる．

同一クラウド基盤ソフトウェアのマルチクラウド連携にとどまるケースも多い．もちろん，この

範囲でのフェデレーションによる効果はあるが，それを超える方策が今のところ発見されていな

い． 
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3.2.2 フェデレーションポータル事例 

クラウドフェデレーションによるクラウド連携に向かうアプローチの代表的な例として，クラ

ウド API ライブラリ delta cloud とクラウドフェデレーションツール scalr を紹介する． 

3.2.2.1  Delta cloud  

IaaS 型クラウドに対するインスタンスの作成，起動，終了，リブートなどの操作は，当然なが

らクラウドごとに独自の API が用意されている．The Apache Foundation がオープンソースとし

て開発する Deltacloud[19]は，こうしたクラウドごとに異なる API を共通化するためのソフトウ

ェアである． 

 

図 3-8   Delta cloud の位置づけ (Delta cloud サイトより転載) 

Deltacloud を利用することで，クラウドに対する API が共通化されるため，たとえクラウドを

別のものに乗り換えても，アプリケーション側を変更することなくそのまま利用できるとの利点

がある．Deltacloud はサーバ上でデーモンとして実行しておき，Deltacloud の REST API 経由で

クラウドに対してインスタンスの作成や起動といった操作を行うと，それが各クラウドのネイテ

ィブ API へと置き換えられ，実際の操作が行われるようになっている．
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3.2.2.2  Scalr  

Scalr[20]はオープンソースソフトウェアとして配布されているマルチクラウド管理ソフトウ

ェア．CloudStack，OpenStack，AWS などと連携できる．また，CloudFoundry のプロビジョニン

グ機能も持っているため，PaaS 基盤との連携も可能である． Web ベースの UI による簡便な操

作が可能で，LAMP 構成，RDBMS 用，KVS 用，ロードバランサ用などの目的に特化したロールを標

準で実装している． 

 

図 3-9   Scalar の位置づけ (クリエーションラインサイトより転載) 

「Scalr」の主な機能 

1. マルチクラウド連携機能（API 連携） 

2. 仮想サーバのオートスケール機能 

3. スクリプトジョブ管理 

4. フォルトトレランス（Fault tolerance）機能 

5. 自動リカバリ，自動バックアップ機能 

6. DNS 管理 

7. サーバグループ管理 

8. アクセスキー管理 

3.3 従来アプローチの持つ課題 

第 2章で述べたユースケースを実現するために必要なクラウド連携への既存アプローチで実施

する場合の要求条件は以下の通りである． 
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3.3.1 業務系連携への要求 

3.3.1.1 ネットワーク関連 

アドレス管理，移動管理，経路管理，VPN 管理が必要となる． 

アドレス管理では，アドレス衝突の回避が重要課題である．異なったクラウド基盤間で，クラ

ウドリソースの移動に合わせて，クラウドリソースに割り当てられたアドレスの置き換えや，ア

ドレス解決情報の更新等の検討が必要となる． 

移動管理では，クラウドシステムへの接続ポイントの特定が重要課題である．接続ポイントが

明らかになることで，より最適なクラウドリソースの提供形態を確定でき，また提供形態に応じ

てクラウド連携を進めることで，より高度なクラウドサービスの提供につながる． 

経路管理では，クラウドリソースの移動に伴うアドレスの変更やユーザ移動に合わせて，トラ

ヒック経路を柔軟に取り扱うことが求められている．負荷分散やユーザ移動に追随した経路制御

が求められる． 

VPN 管理については，既存の静的なクラウド VPN 構築モデルから，動的なクラウド VPN 構築

モデルへ移行するための要件が多く列挙された．クラウドシステムのリソースが，動的に移動す

る時代へと遷移しつつある現状を考慮すると，ネットワークを，よりダイナミックに構築・変更・

削除できる機能が求められる． 

3.3.1.2  コンピュート関連 

インフラ管理，システム間連携が必要となる． 

インフラ管理に関しては，性能管理，構成管理や障害管理，稼働管理についての要求条件があ

る．例えば，クラウドシステム・ネットワークは，多くの物理機器によって構成され，さらにそ

れらの物理機器が持つ資源が分割され，仮想機器に割り当てられる．その結果，システムの利用

効率が向上するメリットがある反面，システムの構成や量を捉えにくいというデメリットもある．

それは，障害発生時に障害原因を特定しにくくなり，個々の物理機器の稼働状態も把握しにくく

なる．クラウドシステムやネットワークが安心して利用され，また容易に運用されていくために

は，ネットワーク・インフラ管理に対する要件が重要である． 

3.3.1.3  ストレージ関連 

仮想ボリューム管理，オブジェクトストレージ管理が必要となる． 

仮想ボリューム管理は各仮想マシンに接続し利用される仮想ボリュームを集中管理する部分

である．通常，各仮想マシンホストコンピュータから iSCSI インタフェースなどのリモートスト

レージとして見えるストレージサーバ内に実装される．オブジェクトストレージ管理は仮想マシ

ンイメージや各種メディアファイルなど大きなオブジェクトファイルを格納する領域として確

保される．通常，分散ストレージ技術を用いて実装されることが多い． 

これら通常は一つのクラウド内でサービス提供されるストレージ管理について，クラウドをま

たがったサービスとして提供されることが求められる． 

3.3.2 認証・セキュリティ系連携への要求 

セキュリティに関しては，暗号化／認証／承認／監視の点から，要求条件が出てくる． 

マルチクラウド環境における認証系に対する要件にフォーカスし，例えばユーザの利便性につな

がるシングルサインオンや，クラウド VPN の安全性を維持するアクセス制御が挙げられる．一

方，情報の秘匿性や，クラウドシステム・ネットワークの不正利用の監視，検出といった点の要

件条件となる． 
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3.3.3 運用系連携への要求 

運用監視に関するクラウド基盤間の連携機能が必要である． 

自らのサービスに関する状況監視を一つのクラウド内にサービスが存在していたのと同様にワ

ンストップで運用管理する機構が求められる．そうすることでクラウド連携に伴う運用稼働の増

加を減らすことが可能となる． 

3.3.4 クラウド連携への要求条件から引き起こされる既存

アプローチの持つ課題 

これらの連携を実現するためには各領域やレイヤでの標準化やフェデレーションポータルが

必要になり，標準化によるアプローチの場合には，標準仕様自体が膨大となって実装及び普及を

難しものとしている．またフェデレーションポータルによるアプローチでは，クラウド基盤間の

差異を吸収するアダプテーションにかかる工数が莫大になるとともにクラウド基盤側の仕様変

更への追随を困難にしている． 

前者は標準化仕様策定を進め，その標準仕様を各クラウド基盤側に実装しなければならないと

いう問題を持っている．つまりクラウド基盤固有の機能や API，イメージフォーマットの実装に

加えて，標準インタフェースや標準イメージフォーマットの実装が必要となる．後者はそのアー

キテクチャの特性から各クラウドの持つ機能の最大公約数的機能の提供になり本来利用者の満

足度を上げることが難しいという課題を持っている．特にクラウド基盤のプログラマビリティを

活かしたスケールアウト可能性などの機能を持たせたクラウド型アプリケーションの場合，クラ

ウド基盤のAPIマシンイメージ形式をそのアプリケーションが意識する必要があるためその課題

から来る制約を特に受ける． 
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第4章 提案アプローチ 
第 3章で述べたそれぞれの既存アプローチが持つ課題を克服する活動はそれぞれのアプローチ

で続けられている．筆者らはそれらの取り組みとは別に，クラウドの動的構築を前提としたアプ

ローチで，インタークラウド連携のユースケース U1-U4, U7 をターゲットにして，より実現性と

有用性がともに高いアカデミックコミュニティクラウドの実現に取り組む． 

従来のアプローチは，それらが前提としている，クラウドサービス実現のための物理リソース

がクラウド連携時に固定的に割り当てられていて，その上に構築されているクラウド基盤がそれ

ぞれヘテロな API, 機能やイメージフォーマット等を持っているという制約により，そのヘテロ

な環境を標準化やフェデレーションポータルで吸収する必要が出ている．これがクラウド連携の

実現性や有効性を低くしている大きな要因であると分析できる．この制約を外すという発想で筆

者らは新しいクラウド連携へのアプローチを構成した． 

それは，各ユースケースにおいてクラウド基盤が必要になった時点でクラウド基盤自身をオン

デマンドで実用的な時間内に構成するというアプローチである．このアプローチを取ることで，

例えば，欲しい API，機能やイメージフォーマットを持つクラウド基盤を構築すれば良いので，

クラウド基盤間の API やイメージフォーマットの変換や標準化に沿った実装なども不要となる．  

4.1 クラウドの動的構築を前提としたアプローチ  

クラウド基盤に物理リソースが必要になった際にそれを供給するクラウド基盤データセンタ

を持つこととし，オンデマンドでその物理リソースの上にクラウド基盤を拡張したり，新規構築

したり，移動したりするのがクラウドの動的構築を前提とした筆者らの提案アプローチである． 

 

図 4-1  提案アプローチによるクラウド連携 
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つまり，クラウドごとに，オンデマンドで物理マシンクラスタのセキュアに分離した形で構築

し，その上にそれぞれの目的に合ったクラウド基盤（IaaS/PaaS/SaaS）を高速自動構築できるク

ラスタ提供をサービス化した Cluster as a Service(CaaS)[21] と，地理的に分散するそれらク

ラスタから統一的に利用可能なインタークラウドストレージサービス[22] を統合し，それぞれ

のクラウドを遠隔地へ動的に拡大し，元々のユースケースであるクラウドバーストやディザスタ

リカバリ，サービス継続，リモートデスクトップ，特殊リソースを利用した計算処理に対応する

ことである． 

このアプローチの発想はレイヤ積み上げと地理的拡大の二つの軸で順次クラウド連携拡大す

ることでクラウド連携の実現性を上げようとするものである．レイヤの積み上げは，図 4-2 に示

すように，クラウド型アプリケーションの動的なデプロイメントの仕方（仮想マシンの確保と，

その上へのソフトウェアインストールの自動化）を，それらのアプリケーションの乗るクラウド

基盤自体にも適用する Cluster as a Service を導入するということである． 

図 4-2  Cluster as a Service の導入 

もう一つ空間的拡大は各アカデミッククラウドの構成アーキテクチャと同型のアーキテクチ

ャを全国規模のクラウド連携時単に相似形で拡大するだけで適用して行くというものであり図

4-3 の各段階を経て大きなアーキテクチャ変更をすることなく，拡大することが可能な仕組みを

特徴とする． 

図 4-3-1 はクラウド基盤の構成要素を示す．これが基本の構造であり，この構造を相似的に拡
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大して全体としてはグローバルなクラウド連携まで階層的な構造で作り上げていくアーキテク

チャを目指す． 

実際に仮想マシンが実行される仮想マシンホストである compute，どの compute の上で仮想マ

シンを実行するかを決定し，それら仮想マシンを接続する仮想ネットワークおよび仮想マシンに

アタッチ，マウントする仮想ボリュームの管理を行う manager，それと仮想マシンイメージ他の

オブジェクトデータを保存する Object Storage がその構成要素になる． 

 

図 4-3-1  クラウド基盤の基本構成要素 

 

通常，組織内で一つのクラウド基盤でプライベートクラウドを構成する場合は少なく，その組

織に属する各グループ等の都合でプライベートクラウドをそれぞれのグループの要求に合わせ

た複数のクラウド基盤で構成することがある．図 4-3-2 は，二つのクラウド基盤から構成される

プライベートクラウドを示しており，その組織内の統一されたユーザ管理（例えば LDAP）と各ク

ラウド基盤が連携し，さらに各クラウド基盤から共通に利用できる Shared Object Storage でク

ラウド連携がなされている状態である．この Shared Object Storage にはそれぞれのクラウド基

盤で利用可能な仮想マシンイメージやそれぞれのクラウド基盤から参照されるアプリケーショ

ンデータなどがオブジェクトデータとして格納されている． 

さらに一般的にプライベートクラウドを導入する組織は，既存の IT 資産(Legacy Cluster)を

持っており，それと独立にプライベートクラウドを利用するのではなく，それら Legacy Cluster

と構築したクラウド基盤を一体の IT 資産として利用することを望む．図 4-3-3 はそれらの

Legacy Clusterを所有しているグループとそのグループが構築したクラウド基盤が直接ネットワ

ーク接続され，Legacy Cluster がクラウド基盤を使って延伸していることを示している． 
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図 4-3-2  複数クラウド基盤の構成 

 

 

図 4-3-3  複数クラウド基盤と既存資産との連携構成 

 

次の階層は，大学や研究所といった組織が属するコミュニティ全体のクラウド基盤の構成を図
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4-3-4 に示す．右側の IT資産はそのコミュニティ全体が共有するものとして管理されていて，災

害対策やアクセス時のネットワークレイテンシを小さくするために地域分散した数か所のデー

タセンタに配置されている．さらにはそれらのデータセンタから共通に利用できるコミュニティ

全体での Shared Object Storage も配置される．この図では Shared Object Storage 一つのスト

レージのように表示されているが，これは論理的な表現であり，やはり災害対策やアクセス時の

ネットワークレイテンシを小さくするために物理的には地域分散したストレージとする必要が

ある．認証は学認のような全国規模の認証基盤と連携する． 

 図 4-3-4  各アカデミッククラウド基盤とインタークラウド基盤の接続構成 

 

このアプローチの利点は，最初はこの拡張領域としてインタークラウドハブなるものを中立的

な機関が構築し，インタークラウド連携をすぐに始められることであり，しかもそれぞれのクラ

ウド機能はそのままの形で実現できる点である．それが定着した後，同様の機能を各クラウド側

で提供できるアーキテクチャとなっているため，それを採用し，インタークラウド基盤としてそ

の一部を提供する機関が増えることでさらに，連携規模が順次増大する仕組みを持っている．つ

まり，図 4-3-4 ではコミュニティ全体が共有する IT 資産が各プライベートクラウドとは別に配

置されているものだけで構成されるように表現されているが，さらに進んだ形態では各プライベ

ートクラウドの一部の IT 資産を他のプライベートクラウドから使えるような P2P 型のアーキテ

クチャも比較的スムーズに取り入れることができる． 
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4.2 インタークラウド基盤の設計方針 

提案するアプローチにより，第 2章で述べたユースケースを満たすためのインタークラウド基

盤に関する設計方針を整理する． 

設計方針 1：クラウドへのリソース割り付けの柔軟性 

クラウド毎に動的なリソース割り付けを地域的に分散して可能である必要がある．また，既存

のクラスタと L2 接続できなければならない．さらに，これら機能がソフトウェアから制御可能

な API を持つ必要がある． 

設計方針 2：ベアメタルなマシンでのクラスタ構築 

仮想マシンだけでなく Xen や KVM などの仮想化基盤ソフトウェアを前提とする IaaS 基盤を動

的に構築するために，ベアメタルなクラスタが構築できる必要がある．これがソフトウェアから

制御可能な API を持つ必要がある．しかも，適用ユースケースに合った性能でのクラスタ構築が

必要になる．具体的にはユースケース U1 に応えるために，物理サーバ数百台で構成される規模

の IaaS の構築が 10 分以内に構築できる．この目標値を満たせばユースケース U2, U3, U4 につ

いても実用的な運用が可能になると考えている． 

設計方針 3：クラウド間の分離 

 物理リソースは共有するものの，以下の条件を守ったクラウド間分離が実現されている必要が

ある．この条件が整っていれば，クラウド間の干渉がなくあたかもそれぞれ独立なクラウドが，

ユースケース U1, U2, U3, U4 を満たして存在することができる． 

(1) クラウド間ではネットワークトラフィックが分離されている． 

(2) クラウド間で同一 MAC アドレスや IP アドレスの仕様が可能である． 

(3) クラウド間で同一 VLAN-ID が利用可能である． 

(4) クラウド間での cpu や memory 使用に関する干渉がない． 

設計方針 4：クラウド構築/運用の簡単化 

クラウド基盤の構築が構成情報を与えれば構築及び構築後試験まで自動的に実行できる．この

際構築時間は構築対象ノード数の増加に依存せず，物理サーバ数百台で構成される規模の IaaS

を 10 分以内の構築を実現できる必要がある． 

設計方針 5：地域分散型オブジェクトストレージ 

 クラウド間での連携を容易にするために各クラウドから共通に使える地域分散型のオブジェ

クトストレージが必要となる．これを使ってクラウド基盤上で動作するマシンイメージやアプリ

ケーションデータの共有を行う．このマシンイメージの起動時間が実用的な範囲になるためには

分散オブジェクトストレージから実行クラウド基盤へのマシンイメージ転送時間がオブジェク

トストレージと同一データセンタ内にある場合と同程度でなくてはならない．  

設計方針 6：外部認証の利用 

 学認などの外部認証連携基盤を活用して複数クラウドサービスの連携を容易にすることがで

きる必要がある． 
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図 4-4  インタークラウド基盤の設計方針 

表 4-1 にユースケースと設計方針の対応についてまとめる． 

ユースケース３(U3): 災害や大規模故障発生に対する可用性保証とユースケース４(U4): サ

ービス継続についてはクラウド基盤自体の全体のマイグレーションになるため既存のクラスタ

との L2 接続機能は必要としないユースケースとなる．これ以外のユースケースは全ての設計方

針を必要としている．従って，対象とするユースケースを満足させるためにはこれらの設計方針

は必須であることが分かる．逆に，これらの設計方針を満足すれば，それぞれのユースケースが

実現できることは以下のように概観できるけれど，詳しくは第 6章で述べるプロトタイピングを

通じて検証できる． 

 

表 4-1 ユースケースと設計方針 

 R1 R2 R3 R4 R5 R6 

U1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

U2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

U3 - ○ ○ ○ ○ ○ 

U4 - ○ ○ ○ ○ ○ 

U7 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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ユースケース１(U1): 急激な負荷増加に対する性能を保証 

ユースケース２(U2): 遅延に対する性能保証 

ユースケース３(U3): 災害や大規模故障発生に対する可用性保証 

ユースケース４(U4): サービス継続 

ユースケース７(U7): 特殊リソースを用いた計算処理 

 

設計方針１(R1): クラウドへのリソース割り付けの柔軟性 

設計方針２(R2): ベアメタルなマシンでのクラスタ構築 

設計方針３(R3): クラウド間の分離 

設計方針４(R4): クラウド構築/運用の簡単化 

設計方針５(R5): 地域分散型オブジェクトストレージ 

設計方針６(R6): 外部認証の利用 

 

4.2.1 急激な負荷増加に対する性能を保証 

あるクラウド基盤で急激に負荷が増加した場合，R1, R2 を利用し，インタークラウド基盤デー

タセンタに依頼して必要なベアメタルノードを確保し，それをクラスタ化し，自らのクラウド基

盤を構成しているネットワークを L2 延伸する．この際，ベアメタルを獲得するためのインター

クラウド基盤のサービスを利用する際に R6を用いて学認 IDでサービス利用する．その後，R4 を

利用し，既存のクラウド基盤を構成するノードと同一 L2 ネットワークに組み込まれたベアメタ

ルノードに既存のクラウド基盤のコンピュートノード用ソフトウェアをデプロイメントし，それ

を既存クラウド基盤に組み込む．その拡張されたクラウド基盤上で仮想マシンを起動する際に利

用するマシンイメージは既存クラウド基盤側にあるオブジェクトストレージに格納されている

と，そちらから遠隔地にあるインタークラウド基盤データセンタ内にあるコンピュートノードで

起動する場合，起動速度が遅くなる．R5を利用して，マシンイメージを地域分散型オブジェクト

ストレージに格納しておけば，既存クラウド基盤側のコンピュートノードをそちら側にあるマシ

ンイメージを使い，インタークラウド基盤データセンタ側のコンピュートノードはインタークラ

ウド基盤データセンタ側にあるマシンイメージを起動するため，どちらの場合もローカルでの起

動となり，起動速度が遅くなることはない． 

4.2.2 遅延に対する性能保証遅延に対する性能保証 

遠隔地に出張した場合などに普段の勤務地で使っている Desktop as a Service にアクセスす

ると画面転送がレイテンシの大きいネットワークを経由するために性能低下し，その使用感が大

きく悪化することがある．この悪化を回避するために Desktop as a Service を出張先に近いイ

ンタークラウド基盤センタに延伸し，そちらで Desktop に対応する仮想マシンを起動することで

レイテンシを小さく保つことで使用感を良好にする．このためには，R1, R2 を利用し，インター

クラウド基盤データセンタに依頼して必要なベアメタルノードを確保し，それをクラスタ化し，

自らのクラウド基盤を構成しているネットワークを L2 延伸する．この際，ベアメタルを獲得す

るためのインタークラウド基盤のサービスを利用する際に R6を用いて学認 IDでサービス利用す

る．その後，R4 を利用し，既存のクラウド基盤を構成するノードと同一 L2 ネットワークに組

み込まれたベアメタルノードに既存のクラウド基盤のコンピュートノード用ソフトウェアをデ

プロイメントし，それを既存クラウド基盤に組み込む．R5 を利用して，利用者の Desktop に対応
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するマシンイメージスナップショットを地域分散型オブジェクトストレージに格納しておけば，

新たに構築したクラウド基盤側で起動する際にも起動時間を高速にできる．なお，各利用者の出

張の毎にクラウド基盤の延伸を行うのではなく，ある程度出張者の利用を見込んで予め遠隔地の

クラウド基盤の構築を行っておくことができる．さらにはニーズの増減に合わせたサイズ調節も

R1, R2 を利用して動的に実施できる． 

4.2.3 災害や大規模故障発生に対する可用性保証 

 あるクラウド基盤が存在する地域に大規模な災害や事故が発生し，そのクラウド基盤が使えな

くなった場合，そのクラウド基盤上のサービスを別の地域等で使用できる必要がある．この場合，

まず定期的にクラウド基盤の管理情報（ユーザ情報，クラウド基盤構成情報，マシンイメージス

ナップショット，ボリュームスナップショットなど）について R5 を用いて地域分散型オブジェ

クトストレージに格納する．実際に，大規模な災害や事故が発生した段階で，R2を利用し，イン

タークラウド基盤データセンタに依頼して必要なベアメタルノードを確保し，それをクラスタ化

する．この際，ベアメタルを獲得するためのインタークラウド基盤のサービスを利用する際に R6

を用いて学認 ID でサービス利用する．その後，R4 を利用し，既存のクラウド基盤を新規に構築

したクラスタ上に再現する．この時，R5 を用いて，定期的に蓄積してあったクラウド基盤構成情

報を用いる．さらに再構築したクラウド基盤上に R5 を用いてクラウド基盤のユーザ管理情報や

マシンイメージスナップショット，ボリュームスナップショットをリストアする．この状態でク

ラウド基盤ユーザに，再構築したクラウド基盤を開放することで利用者自ら各自のサービス再起

動を行え，定期的に取ってあったスナップショットの最新版の状態でのサービス再開が可能とな

る． 

 管理情報を定期的に取る際の時間間隔は実際の管理情報サイズや重要度に合わせて個別に調

整しなければならない．災害時でも動作させる必要のあるサービスを取捨選択することが重要に

なる． 

4.2.4 サービス継続 

 あるクラウド基盤の事業者が何らかの事情でクラウド基盤サービスが出来なくなった場合， 

そのサービスの継続をインタークラウド基盤センタのリソースを使って一時的にでも実施可能

となる．まずサービス停止の直前の状態をクラウド基盤の管理情報（ユーザ情報，クラウド基盤

構成情報，マシンイメージスナップショット，ボリュームスナップショットなど）について R5

を用いて地域分散型オブジェクトストレージに格納する．R2を利用し，インタークラウド基盤デ

ータセンタに依頼して必要なベアメタルノードを確保し，それをクラスタ化する．この際，ベア

メタルを獲得するためのインタークラウド基盤のサービスを利用する際に R6を用いて学認 IDで

サービス利用する．その後，R4を利用し，既存のクラウド基盤を新規に構築したクラスタ上に再

現する．この時，R5を用いて，定期的に蓄積してあったクラウド基盤構成情報を用いる．さらに

再構築したクラウド基盤上に R5 を用いてクラウド基盤のユーザ管理情報やマシンイメージスナ

ップショット，ボリュームスナップショットをリストアする．この状態でクラウド基盤ユーザに，

再構築したクラウド基盤を開放することで利用者自ら各自のサービス再起動を行え，事業者のサ

ービス停止直前に取ってあったスナップショットの最新版の状態でのサービス再開が可能とな

る． 



 

30 

4.2.5 特殊リソースを用いた計算処理 

 スーパーコンピューターやビッグデータなどアカデミックコミュニティの共有財産となる特

殊リソースでかつ場所の移動が困難なものがある．この際，U2では人がそうであったように，そ

の特殊リソースにクラウド基盤が近づくことでレイテンシ増加に起因する計算処理性能低下を

防ぐことが出来る．このためには，R1, R2 を利用し，特殊リソース近くのインタークラウド基盤

データセンタに依頼して必要なベアメタルノードを確保し，それをクラスタ化し，自らのクラウ

ド基盤を構成しているネットワークを L2 延伸する．この際，ベアメタルを獲得するためのイン

タークラウド基盤のサービスを利用する際に R6 を用いて学認 ID でサービス利用する．その後，

R4 を利用し，既存のクラウド基盤を構成するノードと同一 L2 ネットワークに組み込まれたベア

メタルノードに既存のクラウド基盤のコンピュートノード用ソフトウェアをデプロイメントし，

それを既存クラウド基盤に組み込む．R5を利用して，利用者の計算処理に必要なマシンイメージ

スナップショットを地域分散型オブジェクトストレージに格納しておけば，新たに構築したクラ

ウド基盤側で起動する際にも起動時間を高速にできる．なお，各利用者の計算処理が必要になる

毎にクラウド基盤の延伸を行うのではなく，利用を見込んで予め遠隔地のクラウド基盤の構築を

行っておくことができる．さらにはニーズの増減に合わせたサイズ調節も R1, R2 を利用して動

的に実施できる． 
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第5章 アーキテクチャ提案  (Ameba Cloud 

Architecture) 
第 4章で述べたクラウドの動的配備の設計方針を満たすアカデミッククラウドアーキテクチャ

として，筆者らは設計方針 1,2,3,4 に従って，既存のクラスタ環境と直結するプライベートクラ

ウドを動的に構築できる Elastic Private Cloud（図 5-1 参照）を Cluster as a Service により

実現できるコンピュート 部分と設計方針 5 を満たすために必要な各プライベートクラウドから

共通に利用できるインタークラウドオブジェクトストレージサービスから構成されるものを考

案した．さらに設計方針 6 に沿って，これら二つのサービス統合を外部認証である学認認証によ

り実現するアーキテクチャを採用した．柔軟に広域ネットワークを使って延伸するクラウドアー

キテクチャであることから筆者らはこのアーキテクチャのことを Ameba Cloud Architecture(ACA）

と呼んでいる． 

基本的なアイデアは物理マシンから構成されるクラスタ上に動的にクラウド基盤を構成し，そ

れが既存のクラスタと L2 接続できれば，異種のクラウドとの接続を考慮する必要が無く，ただ

必要に応じて自分のいつも使っているクラウド基盤を拡張するのに必要な物理マシンを物理マ

シンプールから借り出し，その上にクラウド基盤拡張部を構成すれば良い．この物理マシンプー

ルは SINET の様な広域網の先にあっても，L2レベルの接続が出来れば良い．これは SINET 等がす

でに持っている L2VPN 機能や VPLS 機能を活用することで実現できる．その際各サイトのプライ

ベートクラウドと SINET との接続ポイントには OpenFlow Switch/OpenFlowContoroller が配置さ

れていて，それらにより閉域網を各クラスタ向けに構成する．ここで OpenFlow 技術によりクラ

スタを分離するアーキテクチャとしたのは，各クラスタの上に構築されるクラウド基盤側で VLAN

技術によりテナントごとのネットワークを分離することが一般的であり，それと重複してクラウ

ド構築時に VLAN 技術を利用することができないためである． 

このアーキテクチャを取ることで，たとえクラウド型アプリケーションであっても自分の実行

場所を広げことが出来る．「1.2.1 アカデミックコミュニティクラウドの現状」で示した問題１

が解決できる．さらに，アプリケーション実行のためにリモートで起動する必要のあるマシンイ

メージも地理的に分散したインタークラウドストレージに保存しておくことであたかもその起

動場所ローカルにスナップショットが保存してあったのと同じ起動時間で利用できる．すなわち

問題 2も解決できる． 

本論文では次に述べる三つの提案に基づくアーキテクチャにより実際に，これらの課題が解決

できることを示す． 

提案１： クラウド型アプリケーションの実行環境を動的に構成するアーキテクチャの提案

（CaaS: Cluster as a Service） 

ベアメタルマシンのクラスタを地理的に離れたデータセンタを跨っても構成するモジュールお

よび構成されたクラスタ上に全自動で実行環境を構築するモジュールから構成される．  

提案２： 遠隔地でも高速にクラウド型アプリケーションを起動する手法の提案（インタークラ

ウドオブジェクトストレージ） 

マシンイメージを分散配置し，それらを高速に配備する手法について提案する． 

提案３： 認証連携によるサービス統合アーキテクチャの提案 （学認連携） 

 構成サービスを学認対応することで，それらのサービスをシームレスに連携する． 
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図 5-1 Elastic Private Cloud 

  

以下，各提案について順次説明する． 

5.1 Cluster as a Service 

ベアメタルマシンもあたかも仮想マシンのように API 経由で制御し，さらにはネットワーク機

器も同様に制御することで複数のベアマシンをクラスタとして一つの独立したプライベートク

ラウドとして自動構築するサービスを，ここでは Clusteras a Service（以下 CaaS）と呼ぶ． CaaS 

により Eucalyptus や OpenStack などで構成される IaaS を構築できることから CaaS を IaaSよ

りも下層レイヤに位置付けることができる．同様に Hadoop クラスタ等の PaaS も CaaS の上層と

して構築することができる．これらの関係を図 5-2 に示す． 
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図 5-2 CaaS の位置づけ 

 

CaaS 層の一つの実装としては図 5-2 に示すように現在上下二層から構成されているクラスタ

管理フレームワーク dodai[23], [24] を筆者らは採用している．Dodai は，物理マシンで構成

されるクラスタを管理する dodai-compute と，物理，および仮想マシン上のソフトウェア環境を

管理する dodai-deploy で構成され，dodai-compute は仮想マシンと同様のAPI を提供している．  

(1) Dodai-compute 

各クラスタ環境は，dodai-compute から生成される一つの仮想閉域ネットワーク上に構築され

るため，他のクラスタ利用者と排他的なアクセス制御が可能である． 

本フレームワークを用いることで，dodai-compute や EC2 互換の API で設定された物理，お

よび仮想マシンのクラスタ環境に対して，研究に必要な OS ・ソフトウェア環境を dodai-deploy 

により構築し，柔軟性の高い研究環境を動的に提供することができる．以下が dodai-compute の

主な機能である． 

リソースプール管理機能： 

サービスとして提供可能なマシンやストレージを管理する．クラスタを構築するために必要な

リソースは本プールから選択され，利用中の状態として管理される．不要となったリソースは，

初期化後，再利用可能なリソースとなる．そして必要に応じて電源が落とされる． 

マシンイメージ管理機能： 

物理マシンを起動する際に読み込むソフトウェア環境のイメージを管理する．必要なマシンイ

メージの登録，削除機能も具備する． 

クラスタ構築機能： 

マシンイメージの ID やマシンの必要台数を指定し，それらで構成されるクラスタを構築する．

これらの機能は，仮想マシン，物理マシンの双方を統一的に扱えるようにするために， Amazon EC2

に準じた API でも呼び出せるようになっている．ただし， EC2 には，クラスタを構築する機能

がないため，現状，ゾーン ID をクラスタ ID とみなし，クラスタへのマシンの追加はゾーンを
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Hadoop
SunGrid

Engine
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IaaS

PaaS

OpenStack-2

Hadoop MPI

Dynamically and securely separated clusters
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指定したマシンの起動に対応させている． 従って，dodai-deploy は図 5-3 に示すように通常の

IaaS に対しても適用可能であり，例えば研究フェーズが初期の場合には仮想マシンを活用して

アルゴリズムの開発/検証行い，そのフェーズが終了し，ベアメタルでの性能評価などが必要に

なった段階で，研究環境を仮想環境から物理環境へスムーズに移行できるというメリットがある． 

 

図 5-3 Dodai-deploy 活用方法 

図5-4にdodai-compute のアーキテクチャを示す．物理マシンの制御にはIPMI およびcobbler 

経由でPXEBOOT の仕組みを利用し，同時に動的なネットワークセグメント構築のためにOpenFlow

コントローラとスイッチを利用する．Dodai-compute によりベアメタルクラスタを仮想閉域ネッ

トワーク上にソフトウェアコントロールにより動的に構築できるため，設計方針 1，2，3を同時

に満たすことができる． 

 
図 5-4 Dodai-compute のアーキテクチャ 

nova-scheduler

RabbitMQ

nova-network

nova-volume

nova-api

nova-compute

dodai

libvirt

Internet

ipmi
Cobbler

DHCP Server

Physical machines

OpenFlow

controller

OpenFlow

switch

dodai-

compute

server

PXE boot

dodai-compute



 

35 

(2) Dodai-deploy 

以下が dodai-depoly の主な機能である． 

ソフトウェアのインストール： 

Dodai-compute で構築されたクラスタ中の複数マシンに対して，複数のソフトウェアをインス

トールする．これにより， Hadoop や OpenStack 環境などをクラスタ上で利用可能になる． 

インストール状況の確認のためのテスト： 

上記のインストールで構築されたソフトウェア環境が，正しく動作するかどうかのテストを登

録し，それを実行することができる． 

インストール計画(Proposal) の設定： 

クラスタ中のどのマシンに対してどのソフトウェアを， どういった設定で構築するかを

Proposal と呼ぶ設定ファイルによって宣言できる．目的に応じてクラスタ環境の Proposal を定

義することができる． 

Dodai-depoly の基本的な動作手順は次の通りである．Deploy サーバは，インストールの要求

があると， ソフトウェア自動設定ツール(Puppet[25])用の設定ファイルを生成し，指定された

マシンにそれを送り込む．本方式では，多数のソフトウェアを並行インストールし，環境構築時

間を短縮するために，オペレーションを並行実行するフレームワーク(MCollective [26]) を経

由してインストールの指示を各マシンに出している．図 5-5 に dodai-deploy のアーキテクチャ

を示す．Dodai-depoy を利用する際には GUI に加えてソフトウェアから制御できるAPI も持つ．

Dodai-computeで確保したベアメタルクラスタの上にdodai-deployで各種クラウド基盤がオンデ

マンドで構築できるので設計方針 4を満たすことができる． 

 
図 5-5 Dodai-deploy のアーキテクチャ 
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本節で述べた CaaS を使って Elastic Private Cloud を実現するメリットを既存のクラウドア

ーキテクチャとの比較として表 5-1 に示した．すなわち，Elastic Private Cloud により今まで

相反する要求条件であったリソース割り付けの柔軟性によるリソース共有化，クラスタ分離によ

るセキュリティ確保，そしてクラウド自体をサービス提供されることによる利便性の三つを同時

に満足させることができるようになった．それに加えて直接ベアメタルクラスタとして利用する

こともできるため，性能的な優位性も確保できる．つまり Elastic Private Cloud が，我々が解

決しなければならないアカデミッククラウドに対する設計方針 1，2，3，4 を同時に解決するソ

リューションであることを示している． 

 

表 5-1 既存クラウドアーキテクチャと Elastic Private Cloud の比較 

 

Dodai-compute(OpenStack (Bare metal) + OpenFlow[27]  の組み合わせ)で設計方針 1-3, 5

を満たし，dodai-deploy と合わせることで設計方針 4を満たす．学認連携により設計方針 6を満

たす． 

5.2 インタークラウドオブジェクトストレージサービス 

各地域に存在するクラウドでローカルに存在するオブジェクトストレージサービスとシーム

レスにあたかも同一オブジェクトストレージのように見えるインタークラウドオブジェクトス

トレージサービス（図 5-6 参照）を持つことで教育クラウドのアーカイブ機能を拡張したクラウ

ド間連携（設計方針 5）に役立つストレージサービスを提供することができる． 

リソース割り付けの
柔軟性

ベアメタル
な性能

クラウド間分離 クラウド構築/運
用の簡単化

Public Cloud ○ × × n/a
クラウドとして提

供されているた
め構築が不要

Private Cloud ×
Private Cloud自体の
リソースは固定的

× ○ ×
個別構築が
必要

Hybrid Cloud ○ × △
Public Cloudとの

接続方式によっ
ては分離可能

×
Private Cloud側

の構築および
Public Cloudとの
接続が必要

Elastic Private 
Cloud

○ ○ ○ ○
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図 5-6-1 インタークラウドオブジェクトストレージサービス 

 

 
図 5-6-2 インタークラウドオブジェクトストレージサービス 
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インタークラウドオブジェクトストレージサービスの実装として筆者らはOpenStack [28]オブ

ジェクトストレージサービス swift を広域分散向けに改変した colony を採用している． 

dodai と colony を図 5-7 のように組み合わせることアーキテクチャとすることで 1.2 で述べ

た二つの課題を解決することができる． 

 

 

図 5-7 クラウド連携アーキテクチャ 

5.3 学認連携 

認証基盤学認は Shibboleth 準拠であるため dodai のフロントエンドサービスと colony のフ

ロントエンドサービスをそれぞれ Shibboleth 対応し，初期アクセス時に学認 ID と申請時にロー

カル側に仮登録した IDを紐づけることで学認連携を実現でき，設計方針 6への対応している． 

以上のアーキテクチャと実装方針に基づきアカデミッククラウドを実装できる見通しが出来た．

実装の前に，それぞれの構成サービスコンポーネントについてプロトタイピングによる評価を実

施したので，その評価結果について第 6章に述べる． 
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第6章 プロトタイピングと評価 
提案アーキテクチャにより第 4 章で述べた設計方針を満足するクラウド連携基盤が実現でき，

従来のクラウド連携のアプローチが持っていた課題を克服できることを示すために，筆者らは複

数のプロトタイプシステムの構築を行い，それらを用いて評価検証実験を実施した． 

6.1 設計方針，解決策，検証の関係 

6.1.1 設計方針 

第 4 章で述べた以下の設計方針は，アカデミックコミュニティクラウドのクラウド連携を

活用して実現を目指す 5 つのユースケースのために有効な設計方針であることを示した． 

設計方針 1：クラウドへのリソース割り付けの柔軟性 

設計方針 2：ベアメタルなマシンでのクラスタ構築 

設計方針 3：クラウド間の分離 

設計方針 4：クラウド構築/運用の簡単化 

設計方針 5：地域分散型オブジェクトストレージ 

設計方針 6：外部認証の利用 

これらの設計方針をシナリオとしてまとめると，以下のシナリオが地域に分散した構成で達成

可能であるということになる． 

6.1.2 シナリオ 

１． ベアメタルマシンを閉域ネットワークに組み入れたクラスタを 10 秒以内で動的に構成

する．この際，クラスタ上にデプロイするクラウド基盤間では同一 IP アドレスや VLAN-ID が利

用される可能性があることへの対処が必要である． 

２． 動的に構築したクラスタ上にクラウド基盤をオンデマンドでデプロイする．この際，デ

プロイ時間はクラスタのサイズに依存せずスケーラブルであり 5分以内に完了する．また，オン

デマンドで構成する場合，その都度にクラウド基盤のソフトウェアライセンスについての解決を

行うのではなく，予め解決しておく． 

３． クラウド基盤から利用するマシンイメージやデータへのアクセスが同一データセンタ内

にそれらが存在するのと同等の速度で行なえる． 

これを達成するために以下の解決策を採用した． 

４． これらの操作を外部認証を利用して実施できる． 

6.1.3 解決策 

１．既存クラスタとの接続性の高いベアメタルクラウドサービス 

IaaS 向けオープンソースクラウド基盤で仮想化層(Hypervisor）を使って仮想マシン起動を実

施している部分を改造し，標準インタフェースのみを用いて，物理マシンの管理・制御が行う．

この際，クラスタに組み入れられていない物理マシンについてはプール化し，このプール内でそ

の物理マシンの再利用までの間マシンの自動メンテナンスを行った後，デフォルト OS での立ち

上げまで実施しておく．このことで，再利用の際にはプールに対応した OpenFlow 閉域網から割

り付け対象のクラスタの対応した閉域網への所属替えを OpenFlow controller より実施すること

により，OS などの立ち上げ時間の削減を実現する．  
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また，ネットワーク分離のために OpenFlow 技術を用い，クラウド基盤間では同一 IPアドレス

や VLAN-ID が利用できるようにした． 

さらに既存クラスタとの接続は既存クラスタが所属する VLAN とベアメタルクラウド内のクラ

スタに対応する OpenFlow 閉域網を OpenFlow Switch でマッピングすることにより実現する．こ

の LAN 内用のアーキテクチャは SINET の L2VPN/VPLS 機能を用いることで広域網経由の場合にも

適用できる．すなわち遠隔地にある既存クラスタの SINET 接続点と対応した VLAN-ID を OpenFlow 

controller が対応するベアメタルクラウド内のクラスタにマッピングすることで遠隔地の既存

クラスタとベアメタルクラウド内のクラスタが L2 接続される．このサービスを学認認証により

利用可能にする． 

２．スケーラブルな自動デプロイサービス 

デプロイするクラウド基盤の構造より事前に依存関係を抽出しておくことにより，デプロイ処

理で並列動作可能な部分について最大限並列動作させる仕組みを MCollective と Puppet により

実装し，スケーラビリティを確保する．このサービスを学認認証により利用可能にする． 

３．地域分散オブジェクトストレージサービス 

広域ネットワーク上の位置情報を認識するようオープンソースオブジェクトストアシステム

の，オブジェクト配置メカニズムを改善することとキャッシュメカニズムを導入することでクラ

ウド基盤から利用するマシンイメージやデータへのアクセスの高速性を達成する．このサービス

を学認認証により利用可能にする． 

４．クラウド基盤を各所に動的にデプロイできる前提条件として，ライセンス的な扱いに問題を

持たないオープンソースクラウド基盤をデプロイメント対象とした． 

6.1.4 検証 

これらの解決策が有効であることを以下のプロトタイピングで検証した． 

1. 教育クラウド edubase Cloud 

品質向上と監視強化を実施することで，前提条件であるオープンソースクラウド基盤で実運

用可能なクラウド基盤が構成できることを検証した． 

2. 研究クラウド gunnii/dodai 

一つの機関向けに既存クラスタとの接続性の高いベアメタルクラウドサービスが上記の解

決策で実現できることを検証した． 

3. 地域分散オブジェクトストレージ colony 

クラウド間連携で重要となる分散オブジェクトストレージが実現可能であること．さらに，

マシンイメージの起動時間が実用的な範囲になるためには分散オブジェクトストレージか

ら実行クラウド基盤へのマシンイメージ転送時間がオブジェクトストレージと同一データ

センタ内にある場合と同程度であることを検証した． 

4. インタークラウド基盤実験システム 

SINET と学認を活用することで，研究クラウドで採用したアーキテクチャが一つのデータセ

ンタ内だけではなく，複数のデータセンタをまたがって適用可能であることを検証した． 

6.2 教育クラウド edubase Cloud （検証 1） 

ソフトウェア技術者の育成を目指し実践力強化につながる教育プログラムとしてプロジェクト

ベースラーニング(以下PBLと呼ぶ)を支援するITシステムとして教育クラウドedubase 

Cloud[29]-[32]を構築し，運用している．PBLに必要な要素として，IT環境自身も実社会のIT環境



 

41 

に近いものとする必要がある．しかし，各大学等でPCサーバのプールを保有し，それらをプロジ

ェクトに配布する，あるいは新規に配備する，という対応になっていることでそのようなIT環境

を構築する手間やコストが大きく，実践的な教育向けに現実世界に近い構成のIT基盤の迅速な準

備が難しいという課題が上がっていた．edubase Cloudの構築はこの課題に対応したものである．  

筆者らは，オープンソースで提供されるクラウド基盤を活用し，幅広い範囲のIT技術者を対象

としたPBL用教育クラウドを提供可能であると考えた． クラウドを対象としたIT基盤技術者の育

成もできる環境を構築する目標を置き以下の環境が必要であると結論付けた． 

・ クラウド基盤の仕組みを実習で確認し，変更することができる．（要件1） 

・ 実習が他の利用者の環境に悪影響を及ぼしてはならない．（要件2） 

・ ハイブリッドクラウドやクラウド間連携を教えるために，既存のクラウドとの連携が出来なけ

ればならない．（要件3） 

・ 試してみた環境を保存し，後で利用出来る必要がある． 

これらの条件を満たし，IT技術者の育成用に用いる教育クラウドとするためには，通常のクラウ

ドの特性の他に，次の要件を満たす必要がある．（要件4） 

(1) 専有性 

クラウド基盤を改変する際，性能測定を実施する際などの他のプロジェクトとの干渉が出ない． 

(2) 改変性 

クラウド基盤そのものを改変できる． 

(3) 連携性 

パブリッククラウドや他のプライベートクラウドとのマシンイメージ移行やアプリケーションの

移植が容易である． 

(4) 保存性 

教育プロジェクトで作成された成果物（マシンイメージなど）格納するアーカイブ機能を持つ． 

要件1は専有性と改変性により実現できる．要件2は専有性により実現できる．要件3は連携性によ

り満たされる．要件4は保存性により達成できる．これらの性質を満たすクラウドシステムを

edubase Cloud設計構築したのでそのアーキテクチャとシステム構成について以下に説明する． 

6.2.1 edubase Cloud のアーキテクチャ 

上記性質を実現するために採用したアーキテクチャを順に説明する． 

 (1) 複数のクラウドから構成されたマルチクラウドシステム（専有性と改変性の実現） 

クラウドの専有性を実現するため，クラウドを複数のミニクラウドの集まりとするマルチクラ

ウド構成とする．一つのミニクラウドをプロジェクトで専有することができる．  

また，クラウド返却時に元の基盤部分ソフトウェアを貸し出し前の状態に書き戻す初期化機能

を実現することにより，貸し出されたプロジェクトによってクラウド基盤自身の改変を許容する． 

(2) オープンソースソフトによる基盤構築（改変性と連携性の実現） 

クラウドの基盤ソフトを変更するためには，基盤のソースコードにアクセスし，改変すること

が必要である．このためソースコードが公開されており，改変も許されたライセンスを持つオー

プンソースソフトを基盤ソフトとして採用する．具体的にはパブリッククラウドとの連携性を考

慮したEucalyptusを改変することでedubase Cloudの基盤を構築した． 

(3) プロジェクト成果物などの保存を行うためのアーカイブシステム（保存性の実現） 

プロジェクト成果物を格納し，効率よく検索可能なアーカイブシステムを持つ．アーカイブに

格納されるプロジェクト成果物としては，ドキュメントの他にクラウド上で作成したプログラム
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や仮想マシンイメージなどが想定される． 

(4) プロジェクト内のコミュニケーション支援機能 

PBLを円滑に進めるため，プロジェクトを効率よく進めるために，電子会議室，メーリングリス

トなどのコミュニケーション支援機能を持つ．さらに，この支援機能を提供するサービスとクラ

ウドをシングルサインオンできるようにし，サービス連携をスムーズに実施できる． 

(5) 運用監視機能 

数多くの物理マシンからなる基盤の運用を容易にするため，統合的な運用監視機能を持つ． 

6.2.2 edubase Cloud システム構成 

edubase Cloudは約200台の計算用サーバ，共用サーバ，監視系サーバおよびストレージからか

ら構成されるクラウドシステムである．図6-1 にedubase Cloudの全体構成を示す． 

 

図6-1 edubase  Cloudの全体構成 

(1) マルチクラウド 

15 組のミニクラウド群から構成されるマルチクラウドシステムの構成を取ることとした．ミニ

クラウドは 2種類の構成を取り，用途に応じて使い分けられる様にした．表 6-1 にマルチクラウ

ドの構成を示す． 

各ミニクラウドはオープンソースソフトウェア（OSS）である Eucalyptus に対し機能拡張と品

質改善し構築した．構成 1 のミニクラウドは 16 台の計算機から構成される．Eucalyptus のアー

キテクチャに従って，仮想マシンの割り当てを司るクラウドコントローラ(CLC)および通信の制

御を行うクラスタコントローラ(CC)を各 1 台割り当て，残りの 14 台を実際に計算に利用するノ

ードコントローラ(NC)に割り当てた．NCは 4コアの CPU を 2機搭載している．１コアあたり１仮

想マシンを起動することが出来る設定としたため，1個の NCあたり，8個の仮想マシンを利用す

ることが可能である．   

従って，構成 1 のミニクラウドでは最大 112 個の仮想マシンを起動することができる．構成 2

のミニクラウドは 8台の計算機から構成される．CLC,CC に関しては構成 1と同様であるが，構成
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2 では利用可能な NC が 6台に減るため起動可能な仮想マシンも最大 48 個となる． 

表6-１ マルチクラウドの構成概要 

構成 名称 数 計算機台数 最大仮想 

マシン数 

構 成

1 

ミニクラウ

ド（大） 

10 16 112 

構 成

2 

ミニクラウ

ド（小） 

5 ８ 48 

 (2) クラウド用ストレージ 

クラウド用のストレージとしてネットワーク経由でアクセス可能な iSCSIストレージを複数台

用意した．RAID 構成時の実効総容量は約 40TB である． 

(3) 共用サーバ群 

PBL での利用に適用するため共用サーバ内のプロジェクトに対応したプロジェクトという単位

をクラウド基盤側で持てるような連携機能を実装している． 

・プロジェクト情報管理サーバ 

アーカイブ機能などのプロジェクトの管理機能を提供する．OSS である Drupal を利用して実

現した． 

・ユーザ管理サーバ 

クラウドや共用サーバで利用する利用者情報を管理するサービスを提供する．LDAP によって

一元管理する仕組みを導入した． 

・コミュニケーションサーバ 

プロジェクトを進めるにあたっての情報ポータルを提供する．OSS である Moodle を使って実現

した． 

(4) 監視システム 

監視システムも教材となる可能性があることから，クラウドごと監視サーバを導入する構成と

した．OSS である Hinemos を使って実現した． 

教育クラウド edubase Cloudは，2010年5月より，主に大学などでの講義や演習およびＰＢＬで

活用されている．その延長として学生研究での利用も始まって来ている．この運用を通じて当初

想定していた以上の要求が出てきており，これらの要求への対応が必要になっている．さらには，

本格的な研究活動を支えるための研究向けクラウドの構築も求められている．クラウド運用の効

率化をはかるため，これら教育向けクラウドおよび研究向けクラウドを合わせたアカデミックク

ラウドとして拡張することとした．この際に求められる要求条件について以下に整理する． 

実際のPBLに適用した際のedubase Cloudの評価については[51] にある通りケーススタディを

通じた評価により以下の要求により設計が妥当であったことが分かる． 

6.2.3 edubase Cloud の運用を通じて得られた要求条件 

 ケーススタディでは顕在化しないレベルの共有が教育クラウドの約2年間(2010.5-2012.3)の運

用から抽出された． 

(6.2-1) ミニクラウドの動的サイズ変更  

Webサービス構築に関する講義で負荷試験に対するグループ演習を実施する際に，各グループが
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それぞれ開発中のWebサービスを構成する仮想マシンに加えて負荷生成のための仮想マシン，それ

と負荷に合わせてスケールアウトした際の仮想マシンなどを必要とした．この際，グループ数も

大きかったため全グループに必要な仮想マシンを供給するためには，ミニクラウド（大）一つで

は容量が不足した．このため3ミニクラウドを利用する設定で実施した．利用者の設定や事前マシ

ンイメージの登録など運用上の工数がその分増加した．また，学生研究でHadoopの改造を実施し

た際の性能評価を行う際にもミニクラウド一つのサイズを超えたノード数での実験を希望された．

この際にはパブリッククラウドへ実験環境を移行してもらうなどの措置を取らざるを得なかった．  

これは現状の教育クラウドの持つ専有性と，上記柔軟性への要求を両立させるアーキテクチャ

になっていないことが原因であるけれど，オンデマンドでのクラウドサイズの変更ができ，この

両条件を同時に満たすことで教育クラウドの適用範囲の拡大と運用の省力化がはかれる．  

(6.2-2) クラウド初期化ツールの汎用化  

教育クラウドの一つの特徴である専有性と改変性をいかして，例えばクラウド基盤自身の改変

を実施するクラウド基盤構築演習の実施を行った．この際，改変を実施後は通常のクラウド基盤

設定に戻す必要があるためミニクラウドのクラウド運用者向け初期化ツールを開発し，利用した．

また，クラウド基盤のHPC利用に関する学生研究としてクラウド基盤内のXenのコードを改変して

性能測定をする必要があるケースにも同様の対応を実施した．いずれのケースも運用者側への稼

働が発生し，引いては専有性や改変性を活用した教育クラウド利用に対して，利用者側の利便性

が十分確保できたとは言えない状況であった．この経験からクラウド初期化あるいはクラウド構

築ツールの汎用化や使い勝手の向上をはかり利用者自らが利用できるアーキテクチャを導入する

必要があることが分かった．  

(6.2-3) アーカイブ機能利用シーン拡大  

教育クラウドのアーカイブ機能を構築した当初の目的はＰＢＬなどの成果を他のプロジェクト

でも活用できるよう蓄積することであった．このため，厳選し成果物の置き場として管理する趣

旨で，クラウド利用者は読みだせるけれど，書き込みについては申請制にし，クラウド運用者の

みが実施できる仕様とした．  

実際の運用では複数ミニクラウド間でマシンイメージの共有をしたい場合やミニクラウド間の

仮想マシンの引っ越しなどの際のミニクラウド間共有ストレージとして利用されるシーンも多数

存在した．この際に申請制でクラウド運用者がその都度関わるオーバヘッドが問題となった．従

って，当初の目的以外のミニクラウド間共有ストレージとは別にクラウド利用者がクラウド間の

共有ストレージとして活用できるものが必要であることが分かった．  

(6.2-4) ユーザ管理の外部サービス化  

クラウド運用にあたっては監視・障害対応以外に利用者からの申請や問合せ対応が大きな稼働

を占めると想定していたけれど，特にユーザ登録申請への対応が予想以上の負担となった．この

ため，学認のような外部認証サービスとの連携により，ユーザ管理の負担軽減をはかる必要があ

る． 

(6.2-5) クラウド間連携 

アカデミッククラウドに関して各地に様々な用途や実装で構築が進んでいる．それぞれの独立

性を重視しつつ必要に応じてリソースの融通をすることや，教育・研究データやマシンイメージ

の共用をはかるためのクラウド間連携をはかろうという要求が顕在化している． 

(6.2-6) 災害対応 

今回の震災後の関東圏における電力不足により教育クラウドを１か月余り停止する事象が発生

した．この際，他の地域のクラウドやパブリッククラウドにマシンイメージや各種データを移行
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することで復旧を早める必要があった． 

6.2.4 評価実験 

教育用クラウドの持つべき重要な特性として専有性，改変性，連携性，保存性の４つを上げた． 

edubase Cloudがこれらの特性を持つことを評価実験により示す．本評価では，4つの特性につい

て，主に以下の観点で評価実験を実施した． 

・ 試作したedubase Cloudが，実際に4つの特性を持つか． 

・ 基盤技術者の教育のために，４つの特性が役に立つか． 

6.2.4.1  評価実験の概要 

プロジェクトA：クラウド基盤ソフトウェアを改造し仮想マシン起動処理の高速化を行う． 

プロジェクトB：大規模分散モデル検証アルゴリズム評価のためベンチマークを行う．edubase 

Cloudで扱えない大規模なモデル検証は，商用クラウドでベンチマークを行うために移行する． 

 

表6-2 実証評価プロジェクトの主な評価ポイント 

 専有性 改変性 連携性 保存性 

プロジェクトA ◎ ◎ － ○ 

プロジェクトB ◎ － ◎ ○ 

◎：主要な評価項目，○：評価項目，－：評価対象外 

 

6.2.4.2プロジェクトA 

6.2.4.2.1 概要 

プロジェクトAのテーマとしては，クラウド基盤の改変，クラウド基盤連携を取り上げた． プロ

ジェクトAの概要を以下に示す．基盤の改造を行う必要があるため，利用する計算機資源としては

ミニクラウド（大）を一式占有した．改変のベースとしてedubase Cloudの基盤であるEucalyptus

をそのまま利用し，高速化に必要な部分を改造することとした． 

 

6.2.4.2.2 実施結果 

 (1)クラウドのボトルネックの解析 

起動のボトルネックの解析のため，以下の作業を実施した． 

・ Eucalyptusのドキュメントの確認 

・ Eucalyptusのソースコードの解析 

・ Eucalyptusを動作させてのプロファイリング 

(1) 試行評価の条件 
プロジェクトメンバ（被験者）：ＳＥ経験７年のIT技術者 
保有スキル：クラウド基盤であるEucalyptusの内部構造の知識 
プロジェクト期間：平成22年2月から3月 
プロジェクト内容：クラウド基盤上の仮想マシンの起動高速化（実装および
性能確認） 
利用リソース：ミニクラウド（１式）を専有 
(2)プロジェクト実施内容 
1. 仮想マシン起動処理のボトルネックの解析 
2. 高速化方法の検討および実装 
3. クラウド上での性能測定 
4. 結果を考察としてまとめる 
5. プロジェクト報告会およびデモ開催 
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図6-2 ボトルネックの測定 

結果として図6-2 に示すような測定結果が得られた．揮発性ディスクの作成およびSWAP領域作成

の多くの時間がかかっていることがこのステップで判明した． 

 (2) 高速化方法の検討および実装 

ステップ1で解析したEucalyptusの起動手順を基にして，高速化方法の検討を実施した．図6-3 に

その概要を示す． 

方針として，起動に必要な処理のうち予め実行可能なステップについては事前に実行しておくこ

とで高速化をすることとした．具体的には，以下の4ステップを事前に実行してプールしておくこ

ととした． 

・ イメージのダウンロード 

・ イメージのコピー 

・ 揮発性ディスクの作成 

・ SWAP領域の作成 

 
図6-3 起動プロセスと高速化のための手法の検討 

以下の条件で仮想マシンを起動

仮想マシンイメージのサイズは4M

起動条件は以下

CPU 1Core、Memory 256M、Disk 10G

起動時間全体は、158sec

ノードコントローラでの処理に163sec

イメージコピー SWAP領域作成揮発性ディスク作成 VM起動

凡例

162sec
4sec 20sec124sec 9sec

ダウンロード

5sec

各イメージのコピー各イメージのコピー

SWAP領域の作成、初期化SWAP領域の作成、初期化

揮発ディスクの作成、初期化揮発ディスクの作成、初期化

XenへのデプロイXenへのデプロイ

秘密鍵の設定秘密鍵の設定

イメージのダウンロードイメージのダウンロード

予め実施

予め実施

予め実施

予め実施
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実際の処理はNCで行われるため，該当するNCのコードを書き換えた．NCに予めキャッシュが生成

されている場合にはキャッシュを基にして高速起動を行う． 

 (3) クラウド上での性能測定 

ミニクラウド１式を占有し，起動高速化の性能測定を実施した．図6-4 に代表的な測定結果を示

す． 

 

図6-4 起動高速化の測定結果 

上段：高速化前の測定結果 

下段：高速化後の測定結果 

高速化実施前においては，利用するディスクサイズ，および同時に起動する仮想マシンの数に比

例して起動時間がかかっていることが分かる．これは仮想マシンイメージをコピーするための処

理時間である． 

これに対して，高速化後はディスクサイズによらずに一定時間で仮想マシンを起動することがで

きている．また，仮想マシンの同時起動数に対して起動時間はより小さな係数となっており，高

速か実施前に比べ20倍程度の高速化が可能になったことが分かる． 

6.2.4.2.3 プロジェクトAの評価 

プロジェクトAでは，edubase Cloudの基盤ソフトウェアを改変して，起動処理の高速化を行った．

また，改変結果の性能を測定のために，ミニクラウドを1台占有した．edubase Cloudの持つ改変

性および専有性が生かされた事例と判断される． 

クラウド上でソフトウェアのボトルネックを測定し，その結果を反映して改変を行うためには，

自由に改変可能なクラウド基盤を準備する必要がある．通常の方法ではハードウエアを調達し，

その上に基盤ソフトを整えた上でプロジェクトを開始することになる．このプロジェクト開始ま

でに通常１か月以上要すると考えられる．従って，プロジェクトAにおいて2ヶ月という短期間に

基盤を準備し，実験を行うことができたのはedubase Cloudを利用したことによりプロジェクト実

施を2/3以下にできたと考えられる． 
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6.2.4.3 プロジェクトB 

6.2.4.3.1 概要 

プロジェクトBのテーマとしては，分散モデル検査の実施をedubase Cloudおよび商用クラウドで

実施することを取り上げた．分散モデル検査のアルゴリズムや実行条件を変更してベンチマーク

が容易に行えるように，クラスタ構築用のスクリプトを用意した．また，商用クラウドとして， 

Amazon Web Services(AWS)を対象とすることとした． 

プロジェクトBの概要を以下に示す． 

6.2.4.3,2 実施結果 

(1) 分散モデル検査ベンチマーク方法の検討 

モデル検査を実施する場合，組み合わせの爆発が生じる場合が多く，分散モデル検査に対する

期待が高い．分散モデル検査アルゴリズムの研究を行うプロジェクトを想定して，分散モデル

検査のベンチマークを行う方法をプロジェクトとして検討することとした． 

複数のアルゴリズム間の関係やモデルとの相関，利用する計算機資源との関係などを研究す

るためには，仮想計算機環境を利用する方法の効率が良いと考えられる．そこで，本プロジェ

クトでは，edubase Cloud上で直ぐに実施可能な仮想マシンとして分散モデル検査の実行環境を

用意し，アルゴリズムのベンチマークが手軽に実施できる環境を用意することとした． 

また，大規模な分散モデル検査を実施するために，仮想マシン環境を変換することで商用仮

想計算機環境であるAmazonでも実行できるようにすることとした． 

 

(2) 分散モデル検査ベンチマーク用仮想マシンイメージの作成 

分散モデル検査の基盤として，最も一般的なDiVinE Clusterを採用することとした．DiVinE 

ClusterはチェコのMasaryk UniversITyのParaDiSe Labsが開発したオープンソースソフトであ

る． 

通常のクラスタ環境では利用するマシン台数やＩＰアドレスなどを指定し，環境設定を設定し

た上でクラスタを利用する．edubase Cloudにおいてはクラスタ内のマシン台数やメモリ容量な

どのマシンスペックを自由に決めることができる．ベンチマークのパラメータとして設定する

可能性が高いことから，仮想マシン内にMPIクラスタ起動用のスクリプトを用意することとした． 

本手順で最も注意した点は，仮想マシンの認証や仮想マシン同士の通信に利用するＩＤ情報や

秘密鍵などの扱いである．商用環境での利用も想定されていたため，セキュリティに関して注

意して設計を実施した． 

(3) edubase Cloudを使った分散モデル検査ベンチマークの実施 

前述の分散モデル検査ベンチマーク用仮想マシンイメージを利用してDiVinE Clusterをedubase 

Cloud上で実行し，64台の仮想マシンでの分散処理までの性能評価を実施した． 

(1) 試行評価の条件 
プロジェクトメンバ（被験者）：ＳＥ経験5年のIT技術者 
保有スキル：モデル検査の基礎知識，パブリッククラウド(Amazon)，edubase Cloud
の利用知識         
プロジェクト期間：平成22年１月から3月 
プロジェクト内容：大規模分散モデル検証アルゴリズム評価のためベンチマーク 
利用リソース：ミニクラウド（１式）を専有 
(2) プロジェクト実施内容 
1. 分散モデル検査ベンチマーク方法の検討 
2. 分散モデル検査ベンチマーク用仮想マシンイメージの作成 
3. edubase Cloudを使った分散モデル検査ベンチマークの実施 
4. 商用クラウドを使った分散モデル検査ベンチマークの実施 
5. プロジェクト報告会およびデモ開催 
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図6-5 は，利用した仮想マシン台数および実行時間の関係を，アルゴリズムごとにプロットし

た例である．クラスタ起動をスクリプト化することで，このような測定が自動的に実施できる

ようになり，大幅な手間の削減につながった．また，ベンチマーク実行にあたっては，クラウ

ドの一つを占有することで外乱の少ない測定を行うことができた． 

 

図6-5 edubase Cloud上での分散モデル検査の実行例 

 

(4) 商用クラウドを使ったモデル検査ベンチマークの実施 

edubase Cloudの内で扱えるマシン数より大規模な分散モデル検査をAWSで実行した．分散モデ

ル検査ベンチマーク用仮想マシンイメージをAWS用に変換後，AWSに登録したうえで仮想マシン

イメージを実行した．AWS上でもクラスタ起動用のスクリプトをそのまま利用することとした． 

図6-6は128台までの分散モデル検査ベンチマークをAWS上で実行した例である． 

 

図6-6 AWS上での分散モデル検査の実行例 

edubase Cloudの基盤であるEucalyptusはAWS互換のインタフェースを持つことを特徴の一つと

しているが，仮想マシンイメージの形式まで同じではない．仮想マシンの管理方法や暗号化の

方法なども異なるため，変換処理が必要になった．基盤にEucalyptusを採用したことで，AWSと

の互換性が高く結果として軽微な変更のみで移行が可能であった．このことから，edubase Cloud

は商用クラウドとの連携性が高いと考えられる． 

6.2.4.3.3 プロジェクトBの評価 

プロジェクトBの実施結果から，AWSとの連携性が示されたと考える．これは，基盤で利用した

EucalyptusとAWSとの親和性が高いことと，今回用意したようなクラスタ構築用スクリプトによる
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ことが大きい．さらには，edubase Cloud側で用意したマシンイメージの変換ツールを活用するこ

とでこの連携プロジェクトがスムーズに実施できた． 

今後，教育目的で異なるクラウドの連携が必要になることが考えられるが，インタフェースが開

示されているオープンなクラウド同士の仮想マシンイメージレベルおよびそれを用いたアプリ

ケーションの連携は比較的容易であると考えられる． 

6.2.5 検証 1に関するまとめ 

実践的な PBL に必要な教育クラウドの要求条件を分析し，実現のためのアーキテクチャとその

機能を提案した．実際に 200 台の計算機からなる教育クラウドを構築した． 

また，本システム上でクラウド基盤の改変を行う実証評価を実施した．結果として，本システ

ムを利用することで，クラウド基盤の改変までが実際に行えることを示した．例として実施した

仮想マシンの起動の高速化に着目した基盤の改変では，20 倍以上の高速化が可能であった．また，

クラウド連携ではパブリッククラウドである Amazon Web Service との間での仮想マシンイメー

ジ相互変換を実施することで示した． 

本システムを使ってさらに PBL を数多く実施して，本システムの評価を継続的に行なうことが必

要であると考える． 

 第 4章で述べた設計方針に対応して本プロトタイプ構築を通して検証できたものは単一データ

センタにおける以下の設計方針 3, 4, 5, 6 についてである． 

 クラウド間の分離については，各クラウド基盤のハードウェア構成を固定にすることでネット

ワーク設定により実現した．クラウド構築の簡単化は各クラウド基盤の初期化ツールとして構成

管理ソフトウェア puppet を活用し開発し，実運用した．LDAP サーバと各クラウド基盤の連携に

ついてはクラウド基盤側の認証部分を改造し認証の共有化を実施した．クラウド間連携について

は大規模データの保存をdrupalベースで開発したCMSにより実現し，それとクラウド側のObject 

Storage の間で Save/Resotore 機能を開発した． 

本節で説明したプロトタイプの位置づけは以下のようになる．また，検証対象は図 6-7 の通り

である． 

(1) 検証評価したい項目  

OSS による実用的マルチクラウド基盤の実現  

- 品質確保  

- クラウド共通認証基盤  

- クラウド共有オブジェクトストレージ  

- クラウド間ネットワーク分離  

- クラウド基盤自動デプロイ  

(2)検証評価方法  

OSS によるマルチクラウド基盤を使ったサービス運用  

- OSS による教育クラウド edubase Coud の構築/運用  

- LDAP によるユーザ管理  

- Drupal ベースのアーカイブサービス  

- ネットワーク手動設定  

- Puppet と shell スクリプトによるデプロイツール開発  
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図 6-7 検証 1の対象項目 

 

6.3 研究クラウド gunnii （検証 2） 

 第 4章のアカデミッククラウド設計方針に従って，その 1つの実装例である NII の研究クラウ

ドプロトタイプシステムを構築し，NII 研究者向けにクラウドサービスを提供している． 

研究者向けのクラウドを構築するため研究グループ側と研究管理側へのヒアリングを実施し，

その結果を研究クラウドへの設計方針としてまとめた．研究グループのほとんどは自グループ専

用のサーバクラスタを保有しており，それと同等以上の専有性，性能と容量を研究クラウドに求

めると同時にクラウドであることによる使い勝手の良さを求めている．一方，研究管理側からは，

研究クラウド個別のサーバクラスタを構築，運用することによる分割損の研究クラウドによる解

消を求めている． 

 (6.3-1) 高速分散処理可能な大容量クラスタの動的構築 

常設でなくても良いけれど大規模実験を実施してデータ収集を行うためのある一定期間，大規

模メモリ，大規模コア数，大規模ストレージをそれぞれの研究に合わせたバランスで持つ大容量

のクラスタがオンデマンドで必要となる．さらには最終的なデータ収集のためには仮想化による

オーバヘッドや揺らぎのない環境が必要である． 

(6.3-2) 容易な構築/運用 

各研究グループに IT 基盤に詳しいメンバが必ずしも在籍しているとは限らないし，その都度

外部業者に委託するのも時間や費用の制約から難しいため，クラスタを構築する際にはその構築

要素など IT 技術に精通していなくても容易に構築できる必要がある． 

(6.3-3) 独立性の高い評価環境 

構築したクラスタ上で性能評価する際には他の利用者が発生させる負荷などによる揺らぎが
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許されないためクラウドいえども単独に構築されたクラスタと同様の独立性が要求される． 

(6.3-4) コンソリデーションによるコスト削減 

一方，研究管理を実施している立場からは可能な限りリソースの共用化をはかり IT 投資の削

減が求められる． 

(6.3-5) 運用省力化/集中化によるコスト削減 

構築後の IT 環境の運用についても各研究グループでの実施による分割損を減らすための運用の

集中化とその省力化が求められる． 

 以下にその開発の背景，特徴と実装について述べる． 

6.3.1 研究クラウド gunniiの特徴 

6.3.1.1  開発の背景 

 情報システムの設備使用率向上と利用コスト低減をもたらすクラウド技術は，「情報システム

の所有から使用へ」のパラダイムシフトを牽引し，適用範囲のさらなる拡大が期待されている．

従来の IaaS では，サーバ仮想化技術を利用して複数の利用者を一台の物理マシンに収容する方

法が採られてきた．このため， 

 仮想化技術のオーバヘッドにより，マシン性能が低下する． 

 他利用者のマシン使用状況により，マシン性能が変動する． 

といった課題があり，高性能・安定性能が要求される科学技術研究分野での利用には，限界があ

った．前節までで説明したクラウド基盤ソフトウェア dodai は，仮想化技術を活用した IaaS と

同様にセルフサービス・オンデマンドで，物理マシンを貸し出すことを可能にしている．このた

め， 

 マシン性能の高速性が求められる大規模計算 

 マシン性能の安定性が求められるソフトウェア性能の評価・ベンチマーク 

などの科学技術研究分野に対し，クラウド技術の適用範囲を広げることができる． 

 
図 6-8 研究クラウド概要 
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6.3.1.2  特徴 

① セルフサービス・オンデマンド 

 セルフサービス・オンデマンドで，物理マシンをウェブブラウザーからマシン数や OS などの

情報を投入するだけで，物理マシンの設定（OS インストール，ネットワーク設定など）が自動

実行され，短時間で物理マシンの貸し出しが受ける．マシン返却時には，物理マシンの初期化（ハ

ードディスク消去など）が自動実行され，再利用によるセキュリティ問題を回避する．物理マシ

ン貸し出しのアプリケーションインターフェースは，オープンソースのクラウド基盤として定評

のある AWS EC2 のインタフェースと共通化している．このため，計算システムの開発時には柔

軟性の高い仮想マシンクラウドを使い，実利用時には高性能の物理マシンクラウドを使う，とい

った使い分けが簡便に可能となる． 

② 研究室ネットワーク内の既存計算機リソースとの統合 

 利用者は，貸し出された複数の物理マシンをクラスタと呼ぶ単位で分類し，クラスタごとに異

なネットワークに所属させることができる．所属させるネットワークは，既存の研究室ネットワ

ークとするもできるため，貸し出しされた物理マシンを，あたかも手元にあるかの様にシームレ

スに利用することが可能である． 

  クラウド基盤ソフトウェア dodai では，柔軟なネットワーク構成を，物理的な配線変更を行

うことなく，オンデマンドで提供するために，OpenFlow 技術を活用している． 

③ ミドルウェアの自動インストールにより直に使える計算機環境を提供 

 貸し出された物理マシンには，クラスタ単位に一括して，大規模計算に使われる Hadoop や Sun 

Grid Engine などの研究用ミドルウェアなどを自動インストールすることができる．このため，

短時間で計算機環境を増強して，研究効率の向上がはかれる． 

④ クラスタ共通のストレージサービス 

 オブジェクトストレージサービスや NFS を用いてファイルを共有できる． 

⑤ 学認で認証 

 認証に学認を使用する．学認にログインしていれば追加の認証なしに研究クラウドを利用でき

る． 

 設計方針 6については学認連携機能が寄与することを想定している． 

Dodai-deploy, dodai-compute のフロントエンドにそれらを統合する web サービスを開発し，

それに学認対応機能を持たせた．さらには colony のフロントエンド web サービスにも学認対応

機能を持たせた．これらを学認フェデレーション内のサービスプロバイダとして登録することで，

リアルな学認 ID を使って，それぞれのサービスの認証・承認が実施できることを確認した．こ

のことにより設計方針 6 である外部認証の利用によるユーザ管理が実現できることを確認した． 
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図 6-9 研究クラウドの特徴 

6.3.2 研究クラウドシステム 

研究クラウドシステムの構成を，サーバ，ネットワーク，ストレージに分けて説明する． 

サーバ 

 (1) コンピュートサーバー 

 研究者の利用用途によって，最適な計算機を提供するために，複数の種類の計算機をコンピュ

ートサーバーとして利用できる．具体的には，以下の 2種類のコンピュートサーバーを用意した． 

 コンピュートノード 計算能力が高く内蔵ディスクの容量が少ない． 

 ストレージノード 内蔵ディスクの容量が多い． 

 (2) ユーティリティサーバ 

 ユーティリティサーバは，以下の理由から，用途ごとに独立したサーバを用意した． 

 ユーティリティサーバがシステムの性能上のボトルネックとならないようにする． 

 ユーティリティサーバの運用管理を容易にする． 

 コンピュートサーバーとは接続するセグメントが違うことから，必要なセグメントにだけ接続

する構成とする． 

ネットワーク 

 本システムでは，NII に既設の L3スイッチに接続する新規システムとして設計することで，既

存のネットワークの運用への影響を最小とした． 

 本システムでは以下の理由から，ネットワークセグメントをその用途により分割した． 

 セキュリティの観点から，流れるデータの種類ごとに別々のセグメントを用意する． 

 セキュリティの観点から，管理用のセグメントとサービス提供用のセグメントを分ける． 

 サービスレベルの異なるデータは別々のセグメントに分ける． 

 ネットワーク機器の停止が直接サービスの停止につながるセグメントに関しては二重化構成

とし，ネットワークが停止してもサービスは停止しないセグメントに関してはシングル構成と
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する． 

 必要とされるネットワーク帯域が異なるトラフィックは，適切なネットワーク速度のセグメン

トに収容する 

 具体的には，以下の 8つのセグメントから構成される．各セグメントの特徴を以下に記述する． 

 (1) サービスセグメント 

 サービスセグメントは，研究者が実行するアプリケーションに関する通信を行うためのセグメ

ントである．OpenFlow スイッチおよび OpenFlow コントローラによってクラスタ用の閉域ネット

ワークを自由に切り出し，研究グループのネットワークと接続する機能を提供します．閉域ネッ

トワークによりクラスタ間のネットワークの独立性を確保する．また，クラスタに構築するクラ

ウド基盤では，その閉域ネットワーク内で自由に VLAN を利用できる． 

 ネットワーク機器の障害が直接サービスの停止につながるセグメントであるため，サービスを

停止させないように二重化構成とする． 

 (2) ストレージセグメント 

 コンピュートサーバーとストレージの通信を行うためのセグメントである．通信量が多いため，

サービスセグメントとは分離して別セグメントとする．ストレージの通信は通信量が非常に多く

高速・高帯域である必要があるため，10Gbps のネットワーク装置で構成した． 

 (3) クラスタ管理セグメント 

 物理マシンのデプロイに関する通信，サーバの監視および設定ファイルのバックアップのため

に利用するセグメントである．デプロイとバックアップは通信量が多く，高速・高帯域である必

要があるため，10Gbps で構成する．なお，設計の前提として，1台の物理マシンのデプロイに関

する通信のデータ量 5Gbytes を想定した． 

 (4) DMZ セグメント 

 研究クラウド運用者外からの運用システムへの不正アクセスを防ぐために，ファイヤウォール

と DMZ セグメントを設置して，システムに対するアクセスを制限した． 

 (5) 運用システムセグメント 

 運用管理セグメントは，以下のユーティリティサーバを収納するための運用管理向けセグメン

トである． 

 ユーティリティサーバ（クラスタインストーラ） 

 ユーティリティサーバ（バックアップ） 

 ユーティリティサーバ(運用) 

 (6) OpenFlow スイッチ制御セグメント 

 OpenFlow コントローラから OpenFlow スイッチを制御するための通信を行う専用のセグメント

である．ネットワーク機器の障害が直接サービスの停止につながるセグメントであるため，サー

ビスを停止させないために二重化構成とした． 

 (7) SAN セグメント 

 ストレージに関連する以下の機器を接続し，ストレージ関連の iSCSI プロトコル通信だけに利

用するセグメントである． 

 ストレージサーバ 

 ストレージサーバ用ストレージ装置 

 ユーティリティサーバ（バックアップ） 

 バックアップ用ストレージ装置 

 ユーティリティサーバ（運用） 
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 (8) IPMI ネットワークセグメント 

 管理コンソール端末から電源操作を含む操作・運用をするための IPMI の通信を行うセグメン

トである．全てのサーバ機器の IPMI ポートを接続することで，IPMI によるサーバの一元的な管

理を実現した． 

ストレージ 

 以下の理由から，ストレージサーバとストレージ装置は別々の機器で構成し，ストレージサー

バとストレージ装置は iSCSI プロトコルで接続する構成とした． 

 拡張性の観点から，ストレージサーバおよびストレージ装置を増設した場合でも，各ストレー

ジサーバから各ストレージ装置を増設前と同様にマウントできる必要がある． 

 コンピュートサーバーなどからストレージサーバへのアクセスプロトコルは NFS とする． 

 

図 6-10 研究クラウドシステム構成 

6.3.3 研究クラウドサービス 

 上記，研究クラウドシステム上の構築した基本的なサービスについて以下に説明する． 

物理マシン貸し出しサービス  

貸し出し方法  

 セルフサービス：研究環境構築者がポータルサイトで必要な台数を投入 

 アカウントごとに設定された制約の範囲内で借用 

事前準備  

 研究クラウドポータルサイトへのアカウント登録（アカウント＝研究室）  

 貸し出しマシンは，利用者の所属する研究室の LAN に接続  

 貸し出しマシンに割り当てる固定 IP アドレスを用意  

 研究室 LAN のファイヤウォールを適切に設定 
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図 6-11 物理マシン貸し出し 利用イメージ 

クラウド基盤（ミドルウェアなど）一括導入サービス 

サービス概要  

 貸し出しされた複数の物理マシンに，クラウド基盤（ミドルウェアなど）を一括してインスト

ールするサービス  

 提供する基盤，ミドルウェアは 2012 年 7 月現在，以下のとおり． 

 クラウド基盤 OpenStack 

 分散処理ミドルウェア Hadoop   

 分散処理ミドルウェア Sun Grid Engine  

事前準備  

 研究クラウドポータルサイトへのアカウント登録（アカウント＝研究室）  

 研究環境構築者が，研究クラウドポータルより，物理マシンの貸し出し  

研究クラウドへとVLAN張り出し

研究室VLAN

物理マシン:
CPU: Xeon X5650(2.66GHz, 6C/12T)x2
Memory: 96GB, HDD： 2.7TB

OS:
Ubuntu Server 11.10 64bit
Cent OS 5.6 / 6.2 64bit

・並列処理フレームワーク
・アプリケーションサーバ

…

(2)任意のアプリケーションを
インストール

(3)不要になったら返却
(自動的にクリーンアップ)

連携

既存マシン
NFSなど

(1)Webインタフェース
経由でマシン確保
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図 6-12 クラウド基盤一括導入 利用イメージ 

オブジェクトストレージサービス 

サービス概要  

 ウェブ （HTTP）経由で利用できる汎用データ（オブジェクト）保管庫  

 Amazon S3 と同様のサービス  

 HDD のバックアップなどを一時的に保管する場として提供  

 研究クラウドはもとより，NII ネットワークのどこからでも利用可能  

事前準備  

 研究クラウドポータルサイトへのアカウント登録（アカウント＝研究室）  

 研究環境構築者が，研究クラウドポータルサイトからオブジェクトストレージ利用者登録  

6.3.4 Dodai-computeの評価 

リソースの割り付けの柔軟性を実現するためには，割り付け，開放がソフトウェアから簡単に

行なえ，かつその速度が実用的であることが重要である．また，構築されたクラスタでベアメタ

ル性能が出せることとセキュアにネットワーク分離できることも確認する必要がある． 

Dodai-compute のインタフェース run-instance で物理マシンを立ち上げ，それをクラスタに

組み込み，物理マシンクラスタを複数個構築できた．さらに，それらがネットワーク的に分離で

きることを確認した．この際，その割り付け，開放性能も測定した． Run-instance については

ディフォルトマシンイメージの際には，予めそのマシンイメージで物理マシンを立ち上げ物理マ

研究クラウドへとVLAN張り出し

研究室VLAN
物理マシン

OS

マシン
ジョブ

物理マシン

OS

クラウド基盤 / 分散処理ミドルウェア:
OpenStack (diablo版 glance, nova, swift)

Hadoop (Apache版 0.20.2)

Sun Grid Engine (6.2 u5)

マシン
ジョブ

マシン
ジョブ

(2)計算機基盤として利用

…

(1)Webインタフェース経由で
ミドルウェア設定・

インストール

Dodai
サービス

GRID ENGINE
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シンプール内で待機しているために run-instance 自身はネットワークセグメントを切り替える

3秒程度で終わるし，実際に OSが立ち上がっているためすぐに利用可能な状態である．この評価

実験を通じて run-instance により動的にしかも素早くベアメタルマシンの立ち上げを実施でき，

仮想閉域ネットワークによりクラスタ間の分離ができていることを確認した．このことにより，

dodai-compute が“設計方針 1：クラウドへのリソース割り付けの柔軟性”，“設計方針 2：ベアメ

タルな性能”および“設計方針 3：クラウド間の分離”の実現を可能としていることが検証でき

た． 

但し，デフォルト以外のマシンイメージで立ち上げる場合には PXE ブートからマシンの立ち上

げを行うためこれに要する時間が 10 分程度かかってしまうことも分かった．こちらについては

kexec の活用などによる性能向上の取り組みがさらに必要である．Terminate-instance について

は現状の実装では返却後の物理マシン内に外部に出てはいけない情報が残らないように物理マ

シンプールに戻す前にストレージをゼロクリアする処理を走らせる．ストレージサイズによるけ

れど 4TB 程度のストレージの場合でも 10 時間程度この処理に要している．この処理は利用者見

えないバックヤードで非同期に実施されるため terminate-instance をする利用者は影響されな

いものの，運用の観点から，改善が必要である．  

6.3.5  Dodai-deployの評価 

 クラウドの構築/運用の簡単化が dodai-deploy で実現できることを確認するため，初見の利用

者でも簡単な操作でクラウド構築ができることを検証した．また，クラスタサイズが大きくなっ

た場合でも deploy 速度が実用的である必要があるため，dodai-deploy の並行実行に関する性能

を測定した． 

Dodai-deploy を使い勝手について評価するために一般受講者を対象とした OpenStack on 

edubase Cloud ハンズオンセミナーを実施し用いて OpenStack diablo を自動インストールする

際の試験を実施した．この際，14 名の受講生全員が講師のサポートなしに各自で OpenStack 用

クラスタの構築に成功した．また，クラスタ構築要した時間は実際の deployment 時間である 8

分程度でありハンズオンセミナー内での利用には適用可能な時間であった．[32]  さらに，図

6-13 に示すように The University of Alabama では OpenStack の構築に dodai-depploy が活用

されていて利用者向けマニュアルが作成されている． 
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図 6-13  The University of Alabama での利用例 (GUI) 

(http://cloud.cs.ua.edu/wiki/index.php/Openstack_Essex) 

なお，現在 dodai-deploy が deploy ソフトウェアとしてサポートしているものを図 6-14 にま

とめる． 

 
図 6-14  dodai-deploy がサポートしているソフトウェア 

ubuntu 10.10 ubuntu 11.04 ubuntu 11.10
ubuntu12.04/

CentOS6.2

OpenStack
Folsom(Compute, 
Glance, Keystone, 
Swift)
Compute includes 
Nova, Horizon, 
Quantum, Cinder

:)

OpenStack 
Essex(Nova, Glance, 
Swift, Keystone)

:)

OpenStack 
Diablo(Nova, Glance, 
Swift)

:) :) :)

hadoop 0.22.0 :) :) :) :)

sun grid engine 6.2u5 :) :) :)
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また，クラスタを構築する際の性能評価を OpenStack nova と Hadoop について n ノードで構成

されるdeploy時間を測定することで実施した．OpenStack novaについてはnova computeをdeploy

するノード数を増加させた．Hadoop については data_node と task_tracker を deploy するノード

数を増加させた．この結果，deploy に要する時間は，dodai-deploy が持つ予め指定されたソフ

トウェアコンポーネントの依存関係を考慮しつつ可能か限り並列 deploy 実行を指示する機構の

効果で，図 6-15 に示すように n に依存せずほぼ一定であることが分かった．但し，この評価環

境（edubase Cloud 上の仮想マシンを利用）では Hadoop の場合（n=7,8） で deploy 時間が 8%程

度増加している．これは puppet プロセスが deploy サーバの cpu を使い切る状態になったためで

あり，今後サーバ側の処理分散などの改善が必要であることが分かった．これらのことより

dodai-deploy が“設計方針 4：クラウド構築の自動化”実現に寄与するための問題点が明らかに

なった． 

 

図 6-15  Dodai-deploy の性能評価結果 

 

6.3.6 検証 2に関するまとめ 

第 4章で述べた設計方針に対応して本プロトタイプ構築を通して検証できたものは単一データ

センタにおける以下の設計方針 1, 2, 3, 4, 6 についてである．ベアメタルクラスタの構築につ

いては PXEboot および IMPI というコモディティハードウェアが持つ標準的な機構を組み合わせ

ることで制御可能な仕組みを dodai-compute として OpenStack Compute の拡張として実現した．

この際，OpenStack Compute の持つ API をベアメタル対象でも維持した．クラウド間の分離につ
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いては OpenFlow の閉域網で実現することで，各クラウド基盤内で自由に VLAN-ID や MAC アドレ

スを付与できる仕組みを作った．既存クラスタと研究クラウド内のクラスタを L2 接続するため

に OpenFlow Controller 側に既存クラスタに対応する VLAN-ID と該当クラスタの閉域網に対応す

るリージョン ID を紐付けた． 

クラウド基盤構築時の性能をノード数増加に対して押さえるために dodai-deploy の各ノード

での並行実行を支えるため deployment の全体制御を行う MCollective を導入した．この

MCollectiveにdeployするソフトウェアコンポーネントの依存関係を入力することで実行可能で

最大の並列度を達成した． 

本節で説明したプロトタイプの位置づけは以下のようになる．また，検証対象は図 6-16 の通

りである． 

(1) 検証評価したい項目  

OSS による実用的ベアメタルクラウドとその上へのクラウド基盤動的構築  

- セルフサービスでのベアメタルクラスタ貸し出しとその上でのクラウド基盤構築  

- 既存クラスタとベアメタルクラウド内クラスタの L2 接続  

- 認証基盤との連携  

(2) 検証評価方法  

dodai によるベアメタルクラウドとクラウド基盤動的構築サービスの構築/運用  

- dodai と swift による研究クラウド gunnii の構築/運用  

- 学認連携による認証  

 

図 6-16 検証 2の対象項目  
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クラウド間の分離

設計方針４：
クラウド構築/運用の簡単化

設計方針６：
外部認証の利用
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6.4 地域分散オブジェクトストレージ  colony（検証 3） 

Colony プロジェクト[33] では SINET をターゲットとしたオブジェクトストレージシステムの

展開を検討する中で，データセンタ内などの LAN 環境での利用を前提として設計されている

swift[28]を，SINET のような広域網（WAN 環境）で相互接続された複数サイトにより構成される

システム上で実利用可能とすることを目指してきた． 

その目的のために， swift に追加した機能の概略は以下の通りである． 

・ ring の zone 情報から，サイトの配置を判断可能とする． 

・ proxy-server に WAN 経由での PUT をさせず，自サイトのみにレプリカを作成させ，非同期

で本来のレプリケーションサイトへコピーする． 

・ GET 時も proxy-server は自サイトへのアクセスを優先させる． 

・ GET 時にオブジェクトキャッシュサーバを経由させ，WAN 経由の通信を減らす． 

前提として proxy-server がストレージサーバに対するオブジェクトの書き込み（PUT）や読み

込み（GET）を行う際に，WAN 回線を経由することで処理速度は低下する．これは一般に WAN の回

線速度は LAN と比較して低速であるか，あるいは帯域が十分であっても，遅延は減らないためで

ある． 

6.4.1 基本アイデア 

swift がオブジェクトのレプリカ配置を決定する際には，ring への問い合わせを行い，結果と

して分散された複数の zone が得られる．この複数の zone へレプリカがそれぞれ配置される． 

最初に得られた zone が機能していない（マシンダウン，ネットワーク障害など）場合には，

代替として handoff という代替の zone が採用される． 

仮に「自サイト」以外のすべての zone が機能不全であれば，swift は自サイト内の zone のみ

をレプリカ配置先として選択することになる． 

Colony では，これを意図的に行わせることによって proxy-server のアクセス先は「自サイト」

内に限定され，LAN スピードでの高速アクセスが可能となる． 

PUT 時に自サイトに一時的に集中して配置されたレプリカは，object-replicator の機能によ

り，本来の配置先に非同期に移動される． 

本来の配置へのレプリケーションが完了するまでの間，サイト Aとサイト B 上のオブジェクト

Aの内容は同一でない．しかし，これは通常の PUT 実行中，複数の zone へのレプリカ配置処理中

において，処理が完了している node と完了していない node とが混在している状態と同一である

ため，本機能追加による固有の問題とはならない．また，レプリカ配置の変更以外は，通常の swift

の機能を変更していないため，差異や固有の問題点は最小限度である． 

6.4.2 zoneへのサイト情報の付与  

Swift の ring 情報は，どのストレージサーバも距離的な観点からは区別がない．広域化対応の

ため，swift に「自サイト」「他サイト」の概念を加えるために，proxy-server から見て近距離

(LAN 内)にある zone と，遠距離(WAN 経由)となる zone を区別できるようにする必要がある． 

それには，ring の中に含まれている zone 情報を利用する．zone 情報は ring の中でユニーク

な十進数であるが，これをサイト情報を示すものとして扱う． 
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具体例を挙げると，zone 名を 101, 102, 201, 202, 203, 301, 302 と付与されたノード群があ

る．ある proxy-server は自己を 100 であると認識する．これは設定ファイルで設定する．100 を

始点としそこから 199 までの範囲にある zone 名を，proxy-server は自サイトに含まれるノード

であると判断する．この場合 101, 102 が自サイトとなる． 

また，別のサイトにある proxy-server は自己を 200 とし，始点から 399 までが自サイトであ

ると判断する．この proxy-server からは 201, 202, 203, 301, 303 が自サイトである． 

この方式であれば ring の構造に手を加えることなく，zone 名の命名ルールのみでサイト情報

を持つことができる． 

zone name: 101

zone name: 102

zone name: 201

zone name: 202

zone name: 203

zone name: 301

zone name: 302

proxy node: 100

proxy node: 200

connected zones: 101-199

connected zones: 201-399

[app:proxy-server]
nearby_mode = true
own_zone = 100
near_distance = 100

[app:proxy-server]
nearby_mode = true
own_zone = 200
near_distance = 200

 

図 6-17 zone へのサイト情報付与 

6.4.3 PUT処理 

Swift はすべてのレプリカ配置先への処理が完了するまで，クライアントに対し PUT の処理完

了を伝えない．レプリカ配置先に WAN 経由の zone が選ばれた場合，長時間かかる処理の完了を

待ち続けることになる． 
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図 6-18 通常 swift での PUT 処理 

Colony では，PUT 処理を自サイト内のストレージサーバのみに対して行う．ネットワーク的に

近距離のノードに対しての通信となるため処理は高速になる．（図 6-19） 
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図 6-19 広域化対応された PUT 処理 

しかし，PUT 処理直後はオブジェクトが本来のレプリカ配置先とは異なり，自サイトに偏った

配置となっている．これは ring の指示する本来の配置とは異なった状態である． 

この偏りは object-replicator によって是正される．object-replicator はレプリカを本来の

配置先にコピーし，そうでないレプリカを削除することで，最終的には本来のレプリカ配置に直

される．これは object-replicator 本来の処理である．object-replicator の処理が完了すると，

本来の位置へのレプリケーション配置が完了する．（図 6-20） 
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図 6-20  Object-replicator による非同期でのレプリカ配置 
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6.4.4 GET処理 

Colony は，自サイト内のストレージサーバを優先してオブジェクト取得を試みる．そしてそこ

になければ本来のレプリカ配置先を探すという挙動を取る．これは，GET 対象のオブジェクトが

以下のいずれかの状態にあることを想定し，探索をおこなうものである． 

1. 本来のレプリカ配置先にまだ展開されていない 

2. 本来のレプリカ配置先に展開済み 

対象のオブジェクトが自サイトでの PUT 処理直後（まだ object-replicator に展開されていな

い）であれば，オブジェクトは自サイトのストレージサーバにある確率は高い．

object-replicator がレプリカの展開を完了していても，自サイトに配置されているレプリカ先

を優先するので（自サイトが本来のレプリカ配置先に含まれていれば），WAN を経由することは避

けられる．そのため，まず自サイトを探索する．（1 のケース） 

自サイトになければ，本来のレプリカ配置先を探索する．（2のケース） 

proxy-
server
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storage-
servers 
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Site A

client

storage-
servers 

(Zone 102)

storage-
servers 

(Zone 103)

storage-
servers 
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storage-
servers 

(Zone 202)

storage-
servers 

(Zone 203)

GET

GET GET GET GET

Obj A Obj A Obj AObj A

It may exists until 
object-replicator 
finished to work.

It may not exists until 
object-replicator 
finished to work.

 

図 6-21 広域化対応された GET 処理 

GET は自サイトを優先するようにしているが，オブジェクトのレプリカ配置先によっては自サ

イトにレプリカがない場合もあるだろう．その場合にはサイトをまたいだ（WAN を経由した）ア

クセスが発生する．これを緩和するために，キャッシュ機能を持ったリバースプロキシーサーバ

との連携機能を追加することで，性能を向上させる． 

6.4.5 実験と計測結果 

本章では，考察・検討した機能を実装し，性能計測した結果を説明する． 

6.4.5.1 実装 

Swift-1.4.8 の以下のコードに対し機能の変更と追加を行った． 

・ swift/proxy/server.py: proxy-server 本体 

・ swift/common/ring/ring.py: ring への問い合わせ機能 

6.4.5.2 実験環境 

下図が実装の結果を確認するための実験環境の概要である．一ツ橋と北大はそれぞれで「サイ
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ト」として扱われる．サイト内は LAN によってサーバ間が接続されているが，サイト間は WAN 回

線(SINET)によって接続されている．両サイトとも proxy-server と，ストレージサーバ

（account-server, container-server, object-server, およびその他のサーバ）で別のマシン

に分けられており，1つのストレージサーバには 3つの zone が設置されている． 
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サーバ

 

図 6-23 実験環境 

6.4.5.3 計測結果 

 

計測は proxy-server と同じマシン上のクライアントから，テスト用のオブジェクトの PUT も

しくは GET を 5回ずつ行って，秒あたりのアップロードバイト数もしくは秒あたりのダウンロー

ドバイト数を取得している．クライアントは”curl”を用いたスクリプトである． 

PUT についてはパッチ適応前と適応後の比較を行った． 

GET についてはパッチ適応前と適応後，適応後にはキャッシュサーバ連携機能（proxy-server

の middleware 実装と，dispatcher によるものの 2種）との比較も行った． 

テスト用に用いたオブジェクトの名称は以下の表の通りである．各オブジェクトのファイルサ

イズは名前が示している．また“swift-get-nodes”コマンドを用いて，オブジェクトのレプリ

カがどのサイト上のノードに配置されるかを，事前に確認してある．表の中でサイト名の列の数

字は，3つあるレプリカが各サイトにどのような配分で配置されるかと示している． 

表中の”1.txt”,”5.txt”は，特定のサイトにレプリカが偏って配置されるオブジェクトで

ある（サイズ 1GB）．他の条件との比較のために GET での計測内容に含まれている． 
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表 6-3 評価用オブジェクト 

 
一ツ橋 北大 

 
1 2 

1M.dat 2 1 

10M.dat 1 2 

100M.dat 2 1 

1G.dat 2 1 

1.txt (1G) 3 0 

5.txt (1G) 0 3 

そのほかに，テストの実施に当たっては，以下の条件を整えている． 

PUT 

・ ストレージサーバ上ではメインのサーバプロセス以外は起動しない 

・ リクエストの実行は 10 秒間隔 

・ テスト開始前にデータはすべて削除 

GET 

・ リクエストの実行は 10 秒間隔 

・ テスト開始前に squid のキャッシュデータはすべて削除 

6.4.9.4 PUT 処理 

 

 

図 6-24-1 PUT 処理性能 
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図 6-24-2 PUT 処理性能 

 

マルチサイト対応により，PUT 先は自サイト内に限定されるため，サイト内の LAN 速度に応じ

たスピードとなる．一ツ橋での効果が大きいのに対して，北大での効果はわずかである．これは，

北大ではサイト内とサイト間との速度差があまりないためである． 

 

6.4.9.5 GET 処理 

 

 

図 6-25-1 GET 処理性能 
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図 6-25-2 GET 処理性能 

 

マルチサイト対応では，まず自サイト内のストレージサーバから優先してオブジェクトを得よ

うとする．そのためオブジェクトがサイト間で分散されている場合では，必ず自サイト内サーバ

へのアクセスとなり，通常の proxy-serverと比べ結果は変動しなくなる（標準偏差の値の低下）． 

しかし，オブジェクトが一方のサイトに偏って配置されている場合では，マルチサイト対応に

特別の効果はなく，常にサイト外へのアクセスを強いられるため低速となる(1.txt,5.txt)．こ

の状況を緩和するために，キャッシュサーバ連携機能を導入する． 

キャッシュサーバ連携では，あるオブジェクトに対する最初のアクセスは連携なしの場合より

も遅くなるが，初回以降のアクセスでは proxy-server へのアクセスはなく，クライアントへは

キャッシュサーバのキャッシュが渡されるため，高速化が期待できた． 

まず，proxy-server の middleware として実装したものの性能を確認する．結果としては，一

ツ橋環境では squid によるキャッシュの効果よりも，キャッシュなしの結果のほうが高速であっ

た．北大環境ではこれが逆転しキャッシュは効果を発揮している． 

これは一ツ橋環境では LAN の高速性が squid の処理を上回ったのであり，北大環境では LAN が

低速なため squid のキャッシュの方が高速に働いたということだと思われる．リバースプロキシ

ーによる高速化は環境により効果が変動するものだと云える．  

6.4.6 colonyと swiftの比較 

これまでの広域化対応と通常の実装を比較し，広域化対応のために通常の swift より失われた

機能や特長はないかを改めて確認する． 

表 6-4 colony と swift の比較 

 Colony Swift  

クライアン

トから見た

性能 

PUT: 自サイトへのア

クセススピード（LAN

スピード）となる 

GET: 自サイトへのア

バ ッ ク エ ン ド で

WAN 経由のストレ

ージサーバへのアク

セスが含まれていた
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 Colony Swift  

クセスを優先．最新オブ

ジェクトが自サイトに

なければWAN経由のア

クセスとなる．オブジェ

クトキャッシュ機能に

より，初回以降は LAN

スピードとなる 

場合，アクセススピ

ードは低下する 

データの一

貫性 

クライアントから見て

アクセス可能なレプリ

カが同一内容であるこ

とを保証する 

すべてのレプリカが

同一内容であること

を保証する 

データの可

用性（障害

耐性） 

定数分のレプリカは常

に確保されている． 

定数分のレプリカは

常に確保されてい

る． 

データ容量 オブジェクト容量  × 

レプリカ数（通常と変わ

らず） 

オブジェクト容量 

× レプリカ数 

運用 ring の zone 情報をサイ

トの情報を反映するよ

うに管理する 

- 

 

データの一貫性に関しては，自サイトにレプリカを保持している為，システム内の暫定的な状

況として，ring の本来の配置と違う node に配置されることになるが，GET 時に最新のオブジェ

クト更新時間を各 node から取得し，最新オブジェクトを取得する事で一貫性を保つような処理

であれば問題はない． 

データの可用性に関しては，ゾーン単位では複数のレプリカが存在することで，十分な可用性

は保持されているが，サイト単位ではレプリカの配置先が1つのサイトに集中する可能性がある．

この問題を解決するためには，１サイトに１ゾーン，もしくは 1サイトにサイト数より少ないゾ

ーン数で ring を構成するような運用対処か，ring の構造自体を変更する必要がある． 

今まで検討した自サイトにオブジェクトを一時的に配置する案は swift 高速化のために有用で

あるが，上記のような運用対処を行った場合などのレプリカがサイト間で分散配置されるケース

でも，可用性向上のために，本来の配置に速やかに移す必要がある．よって，object-replicator

の高速化を検討する必要がある． 

colony の広域化対応では，フロントエンドである proxy-server の機能・挙動は変更されてい

るが，バックエンドであるストレージサーバに対する変更はないためである． 

ストレージサーバの挙動は通常の swift とまったく同じであるため，『（proxy-server の行う）

レプリカの偏った配置とその収束までの時間経過』による影響を除いて，差異や特有の問題点は

存在しない． 
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6.4.7 検証 3に関するまとめ 

swift のマルチサイト対応についての基本的なアイデアと，それを適用した場合の swift の詳

細な挙動について検討を行った．そのアイデアを実際に実装し，実験環境にてオブジェクト操作

(GET/PUT)の性能測定を行い，想定環境において通常の swift と比較して十分な性能向上が見込

めることが確認できた． 

マルチサイト対応の基本アイデアの有用性は確認できたが，これまでの考察の中でも触れてい

るように，このアイデアの中では object-replicator が非常に重要な役割を負っている．恣意的

に配置したレプリカを本来のサイトへ配置するのが，object-replicator だからである．

object-replicator には可能な限りの高速動作が求められる．object-replicator には追加すべ

き機能はないが，現状の実装よりも高速に動作するような改良を加えることが，マルチサイト対

応のためにも重要である． 

第 5章で述べた設計方針に対応して本プロトタイプ構築を通して検証できたものはデータセン

タを跨いで以下の設計方針 5, 6 についてである． 

 設計方針 5 を満たすために，OpenStack Storage swift をネットワーク上の Object Server の

位置を意識できるように改造した．重要なのは zone 毎のネットワーク位置を示す指標を作成す

ることであるが，改造を最小にするために zone 名に距離を示す仕組みを導入した．設計方針 6

を達成するために OpenStack の ID 管理モジュール keystone を shibboleth 対応とするため改造

した．本節で説明したプロトタイプの位置づけは以下のようになる．また，検証対象は図 6.4-24

の通りである． 

(1) 検証評価したい項目  

地域分散オブジェクトストレージの実現  

- 地域分散オブジェクトストレージの利用性向上  

- 地域分散オブジェクトストレージの可用性向上  

- レイテンシ―に強い地域分散オブジェクトストレージ  

- 遠隔オブジェクトアクセスに関する実用的な性能確保  

(2) 検証評価方法  

OpenStack Object Storage swift のネットワークアウェア化  

- Dispatcher アーキテクチャによる dropbox 的ビューの実現  

- ゾーンを意識したレプリケーション実装  

- 非同期レプリケーション  

- キャッシュ機構の dispatcher への埋め込み  
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図 6-26 検証 3 の対象項目 

 

6.5 インタークラウド基盤実験システム（検証 4） 

SINET を経由したクラウド基盤の延伸およびその上でのアプリケーション実証検証を行うため，

インタークラウド基盤実験システムを構築した． 

この上でのアプリケーション実証検証として，災害時や法定停電時に活用できるクラウドマイ

グレーションを選択し，そのアプリケーション開発と実験を行った． 

6.5.1 インタークラウド基盤実験システム構成 

研究クラウドを構築した際に用いた基本アーキテクチャを踏襲したアーキテクチャとする．各

拠点には dodai-compute を使ったベアメタルマシンの動的配備サービスを構築する．そのサービ

スにより動的な各拠点でのクラスタを構築した後，大学側のクラウドの属するネットワークを

SINET-4 の VPLS 機能を使って該当拠点のインタークラウド基盤に接続する．この際，そのネット

ワークに対応する VLAN-ID を VPLS 機能の VLAN-ID マッピング機能を使って，インタークラウド

基盤側に出てくる VLAN-ID との動的マッピングが可能である．このインタークラウド基盤側に出

てくる VLAN-ID とインタークラウド基盤側で OpenFlow Controller が管理する該当閉域網とを図

6-27 のように紐づける ．  
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図 6-27 拠点を跨る動的配備アーキテクチャ概要 

 

具体的な実装としては各拠点の存在するOpenFlow Switch全体を管理するOpenFlow Controller

に対して dodai-compute が OpenFlow Network サービスの標準インタフェースである quantum 経

由で呼び出す．この際，quantum plug-in の拡張により SINET L2 オンデマンド機能を使える． (図

6-28) 
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図 6-28 拠点を跨る動的配備実現方法（OpenFlow 活用方法） 

 

 各大学側の VLAN-ID は大学側の管理下にあるためインタークラウド基盤側で決めることはでき

ない．場合によっては異なる大学で同一の VLAN-ID を使ってインタークラウド基盤側にアクセス

してくることがあり得る．このため SINET に入って来るパケットに付与されている VLAN-ID を図

6-29に示すように，SINET内においてインタークラウド基盤側で管理しているユニークなVLAN-ID

に変換する処理が必要となる．この変換指定は申請ベースで実施すうることもできるし，また

SINET の持つオンデマンド L2用 API 経由でも設定することができる．
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図 6-29 拠点を跨る動的配備実現方法（VLAN-ID 活用方法） 

 

この実装方法に従っている限り，クラウドへ届く VLAN-ID 付きのパケットについて OpenFlow

の閉域網との接続をする部分は基本アーキテクチャと同一であるため，問題無く動作する． 今

後，インタークラウド基盤プロトタイプを構築した際に，再確認する． 

上記方針に従ったインタークラウド基盤実験システム構成を図 6-30 に示す． 
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図 6-30 インタークラウド基盤実験システム構成 
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6.5.2 クラウドマイグレーション実験ユースケース 

インタークラウド基盤実験システム上でのアプリケーション実証検証として，災害時や法定停電

時に活用できるクラウドマイグレーションを選択し，そのアプリケーション開発と実験を行った．  

以下が実験の対象としたユースケースである． 

ユースケース名 

クラウド基盤全体をサイト A からサイト B へマイグレーションする 

概要 

サイト A で運用しているクラウド基盤（openstack)を，設定や登録されているデータは 

そのままに他のサイト B にマイグレーションさせる． 

これは，法定点検による停電や災害などにより，元のサイト A でクラウド基盤の運用が困難 

となった場合を想定している．マイグレーションのための手間や時間を削減するため，マイ

グレーションは可能な限り自動化することが求められる． 

アクター 

サイト A プラットフォーム 

サイト B プラットフォーム 

サービス利用者 

サービス運用者 

事前条件: 

・ サイト A プラットフォーム上で稼働する複数のサーバマシンが連携して動作し，サービスを構成・提供して

いる． 

・ サーバマシン群はサイト A のクラウド基盤（openstack）上に構築されている． 

・ サイト A とサイト B をまたがった広域化対応 swift が置かれている． 

・ 広域化対応 swift 上にはサービス停止直前までのサービス運用継続のための永続化データ（マシンイメージ，

サービスの設定情報，ボリュームデータを指す）がバックアップされている． 

メインフロー: 

1. サービス運用者がサイト A でのクラウド基盤サービス継続不可を判断する． 

2. サービス運用者が DNS の変更を行う． 

3. サービス運用者がサイト A 上のサービスおよびクラウド基盤サービスを停止させる． 

4. サービス運用者が，広域化対応 swift 上に置かれた永続化データを元にマイグレートを行い，サイト B プ

ラットフォーム上でサイト A と同等のクラウド基盤を復元する． 

5. サービス運用者がサイト B 上で，サービスを再開する． 

 

6.5.3 マイグレーション要件 

Openstack 環境のマイグレーション（環境移行）を行うにあたり，以下の 6 点が移行元と移行

先で同一であるか，もしくは同意義であることが満たされなければならない．  

1. マシン, ネットワーク構成 
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2. 設定ファイル内容 

3. データベース内容 

4. ボリュームデータ 

5. マシンイメージ 

6. カーネル上のネットワークデバイスの状態 

1.は物理的なマシンとネットワークのスペック・台数，それらを接続するネットワークトポロ

ジー等の構成が，移行元と移行先で同一でなければならないということである．  

2.は設定ファイルの記述内容が同一でなければならないことを意味する． ただし，設定ファ

イル内には IPアドレスやホスト名，それを含む URLなどの環境固有の情報が含まれているため，

それらが移転先の環境において，意味として移転元と等価になっていなければならない． つま

り，IPアドレスは同じものを付与できないが，それがシステムの構成や機能の上で同等の機能と

なる値であればよいということである． 

3.はソフトウェアの使用する内部データベース内のデータが同一でなければならないことを

意味する．これも 2と同様に機能的に等価でなければならない．データの内容は現在の一時的な

状態を記録しているものと，登録・変更・削除などの継続的なメンテナンスを受けつつ，永続的

に使用されるものなどがある．永続的なデータはマイグレーションの対象であるが，一時的な状

態の記録は対象ではない． 

2,3 の移行を実現するには，設定ファイルやデータのコピーと必要な部分の取捨選択，部分的

な書き換えを行う必要がある． 

4.はボリューム（インスタンスに接続されるブロックデバイス）のデータが同一でなければな

らないことを云う．ボリュームはデータベース上の記録と，ボリュームの実体そのものからなる．

マイグレーションを実現するには，ボリュームの実体をサイト間で可搬性のある形で持ち，移行

元と移行先の間でコピーできることが前提となる． 

5.はマシンイメージのバックエンドストレージとして，移行元・移行先から同様にアクセス可

能な swift を使用することを前提とするため，2,3 に含まれるマシンイメージ管理の設定・デー

タともに移行が実施されるものとする．  

6.はopenstackの仮想ネットワーク管理機能により作成されるnetfilter, ブリッジデバイス, 

VLAN 等の状態が同一でなければならないことをいう．これらは，2,3 の移行が成功すれば自動的

に設定されるが，注意点として仮想ネットワーク管理機能(nova-network)は，停止してもこれら

の設定を削除しないため，マイグレーション前後の古い状態と新しい状態で設定が衝突する恐れ

がある．このため，マイグレーション手順の中にマシンのリブートによるネットワーク状態の初

期化が必要となる．  

6.5.4 マイグレーション対象情報 

openstack compute の設定ファイル，DB 等構成情報の中で，以下の情報がマイグレーションに

必要である． 

・ ユーザ情報 

・ プロジェクト（テナント）情報 
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・ キーペア（ssh 鍵情報）情報 

・ セキュリティグループ（フィルタリング情報）情報 

・ 内部利用ネットワーク設定 

・ マシンイメージ 

・ ボリューム 

仮想マシンに割り当てる公開 IP アドレスである floating ip に関するデータの移行は行わな

い．これは移行先の環境に固有の情報が必要であり，自動化できないためである．  
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6.5.5 マイグレーション実施の流れ 

マイグレーション実施の流れを以下に記述する．なお，移行先も nova,keystone,glance のデ

プロイは完了しているものとする．openstack 環境が複数台で構成されている場合には，移行元

と移行先の対応し合うマシンで下記手順を行う． 

移行元  

1. 全インスタンスからボリュームを detach する． 

2. 全インスタンスを停止する． 

3. 設定ファイルのコピーを取得する． 

4. データベースのダンプを取得する． 

5. ボリュームの停止手順を実施し，ボリュームファイルを swift にアップロードする． 

6. 設定ファイル，データベースダンプを移行先へコピーする． 

 

移行先  

1. 移行元からコピーした設定ファイルを，各々所定のディレクトリに置く． 

2. 設定ファイル中の変更が必要な部分を書き換える． 

3. データベースを初期化する． 

4. 移行元からコピーしたデータベースダンプを，リストアする． 

5. データベース中で変更が必要な部分を更新する． 

6. マシンをリブートする． 

7. ボリュームファイルを swift からダウンロードする． 

8. ボリュームの認識手順を実施する． 

9. インスタンスを起動する． 

10. インスタンスにボリュームを attach する． 

6.5.6 検証 4に関するまとめ 

NII 千葉分館に構築したアカデミッククラウドプロトタイプシステム実装と SINET VPLS 機能を

使って一ツ橋，西千葉と北海道大学間に形成した実験システムを使って，提案した基本アーキテ

クチャを評価した．第 4章で述べた設計方針に対応して本プロトタイプ構築を通して検証できた

ものはデータセンタを跨いで，設計方針 1,2,3, 4, 5, 6 についてである． 

本節で説明したプロトタイプの位置づけは以下のようになる．また，検証対象は図 6.5-4 の通

りである． 

(1) 検証評価したい項目  

6.2-6.4 の知見を活用して総合的なクラウド連携基盤を構築/検証すること  

-  地域分散したクラウド基盤へのリソース割り付けの柔軟性 

-  地域分散環境でのベアメタルなマシンクラスタ構築  
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-  地域分散環境でのクラウド間分離 

-  地域分散環境でのクラウド構築/運用の簡単化  

-  地域分散オブジェクトストレージとの連携  

-  外部認証の利用 

(2) 検証評価方法  

dodai と colony および SINET VPLS 接続サービスの連携によるインタークラウド  

基盤実験システムの構築とそれを用いたクラウドマイグレーションの実現  

- SINET 側の VLAN-ID と OpenFlow 閉域網の動的マッピング  

- Dodai-deploy を SaaS 化した Install as a Service による遠隔サイトでのクラウド基盤

構築  

- dodai/colony の学認連携  

 

図 6-31  検証 4の対象項目 
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第7章 関連研究 

7.1 クラウド連携アーキテクチャに関する関連研究 

7.1.1 Future Grid 

 大規模並列・分散システムの研究用に作られたテストベッドである Grid5000 上に構築された

ハイパフォーマンス・グリッドテストベッドである．再生可能な実験のための管理機能を提供す

る． アプリケーションまたは分散/グリッド/クラウドミドルウェアの実験を簡単に定義，実行，

そして繰り返し行えるように構成されている． 

 

図 7-1  FutureGrid のアーキテクチャ 

 

 Future Grid はテストベッド提供を目的としており，各機関のクラウドとの連携を目指したも

のではない． 

7.1.2 OpenCirrus 

クラウドコンピューティングのシステムレベルの研究促進を目的として構成されたコンソー

シアムである．クラウド向けのオープンソーススタックおよび API を開発し，そのスタックに

沿ったサイト群をテストベッドとして提供する．OpenCirrus は各サイトの標準スタックを規定す

ることでの連携を目指しており，各サイトのクラウド基盤をそのまま活用することを考慮してい

ない． 
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図 7-2   OpenCirrus のソフトウェアスタック 

7.2 コンピュートリソース配置に関する関連研究 

7.2.1 Zoni  

Zoni[34]は，Open Cirrus サイトのソフトウェアキテクチャの基盤サービスとして，クラスタ

内の物理リソースの管理を行い，ベアメタルサービスアクセスを提供する． 

以下は Zoni の主な 5 つの機能である． 

 隔離 

 複数のミニクラスタがお互い干渉せずに共存可能とする 

 アロケーション 

 ユーザに物理リソースをアサインする 

 ドメイン内での主要なソフトウェアのプロビジョニング 

 特定 OS のインストールまたはブート 

 デバッグ 

 割当られたノードのデバッグ（コンソールアクセス） 

 管理 

 境界外のサーバの管理（リモートパワーコントロール） 

Zoni は，以下のコンポーネントで構成されている． 

 DHCP サーバ 

 PXE サーバ 

 HTTP サーバ 

 イメージストア（NFS） 

 DNS サーバ（オプション） 

 設定可能なスイッチ（レイヤー2，VLAN サポート） 

 管理とデバッグを可能にするリモートハードウェアアクセスメソッド 

 IPMI/iLO/DRAC 
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 IP-addressable PDU 

Zoniは物理マシンをOpenCirrusの想定している上位スタックにそのまま貸し出すことになり，

その上にクラウド基盤を自動構築し，さらには既存のクラスタとの L2 接続までを考慮されてい

ない． 

7.2.2 Mesos  

Mesos[35]は，クラスタ管理ツールであり，分散型アプリケーションまたは複数フレームワー

クからのジョブ要求を振り分け処理するものである．  

 

 

図 7-3   Mesos 概念図 

Mesos を利用することにより，以下が可能となる． 

 Hadoop，MPI，Spark，その他のフレームワークを，ノードを動的に共有したプール上で実

行することができる． 

 同じクラスタ上で複数の Hadoop インスタンスを動作させ，製品生産と実験，あるいは

Hadoop の複数のバージョンでさえも隔離することができる． 

 長期間継続するサービス（例：Hypertable や HBase）を，バッチアプリケーションやその

間の共有リソースとして，同じノード上で動作させる． 
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図 7-4  Mesos のアーキテクチャ概要図 

（Hadoop と MPI の二つのフレームワークを動作させている） 

図 7-4 では，Mesos の主要なコンポーネントが示されている．Mesos は，各クラスタノード上

で走るスレーブデーモンを管理するマスタプロセスと，これらのスレーブ上でタスクを実行する

フレームワークで構成される． 

マスタは，「resource offer」を使って，フレームワーク全体にわたってきめ細かい共有を実

施する．各 resource offer は，複数のスレーブ上のフリーのリソースのリストである．マスタ

は，フェアシェアリングや優先度などの組織的なポリシーにより，各フレームワークにいくつリ

ソースを提供するかを決定する．多様なインターフレームワークアロケーションポリシのーセッ

トをサポートするべく，Mesos では，組織が，プラガブルなアロケーションモデルを介して自身

のポリシーを定義できるような仕組みとなっている． 

Mesos 上で実行される各フレームワークは，次の二つのコンポーネントで構成される．一つ目

は，マスタに登録し，リソースを提供される「scheduler」で，もう一つは，フレームワークの

タスクを走らせるためにスレーブノード上で起動される「executor」プロセスである．マスタが

各フレームワークにリソースをいくつ提供するかを決定する一方で，フレームワークの

scheduler は，提供されたリソース中のどれを利用するかを選択する．フレームワークが提供さ

れたリソースを受け入れると，フレームワークは，Mesos にそれらのリソース上で立ち上げたい

タスクの詳細を送る． 

 Mesos は物理マシンをジョブで区切って分割使用する方式で，我々の方式に比べてリソース割

り付けの粒度が細かく，その分利用効率が高い．反面，高セキュリティの情報を扱うのが難しい

という欠点がある． 

7.2.3 その他関連プロジェクト 

その他関連プロジェクトとして，VCL[36], crowbar[37], MAAS[38], juju[39], Lucie[81,82]

がある． 
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Dodai-compute と同様にベアメタルを扱えるソフトウェアとしては, VCL, crowbar, MAAS があ

る．いずれも仮想マシンへのインタフェースとは異なるインタフェースで物理マシンを扱うため

IaaS のレイヤと CaaS のレイヤで同一のソフトウェアを使えない． 

Dodai-deploy のような Deployment 用のフレームワークとしては crowbar の barclamp や juju

などがある．前者はデータセンタなどでのクラスタの初期構築に焦点をあてたものであり，物理

マシンでのクラスタ構築とその上のクラウド基盤構築が一体となった動きする．後者は提供元で

ある Canonical が配布している Linux ディストリビューション Ubuntu に依存した部分が大きい．

Dodai-deploy は物理マシンおよび仮想マシン，さらにそれらを混在させたクラスタ上で動作する

OS のディストリビューションに依存しないニュートラルな Deployment 用のフレームワークとし

ての新規性を持つ．Lucie はグリッド環境構築の効率化を目的として，複数拠点に分散配置され

たクラスタの効率的な管理を行うために開発されたものである．クラウド基盤を構築するために

も適用できる可能性はあるけれど，クラウド基盤特有の，その上に仮想ネットワークを構築する

ために必要なクラスタ間のネットワーク分離が考慮されていないため，クラウド基盤間で利用す

る VLAN-ID のレンジや MAC アドレスなどを事前に調整する必要が出るため実用的な適用には向か

ない．また，Lucie はサイトを跨った並列インストールには対応しているけれど，インストレー

ションの際に puppet のみを用いているため，さらに細粒度の各サイト内のノード群への並列イ

ンストールへは対応していない． 

7.3 クラウドストレージに関する研究 

7.3.1 Storage Resource Broker(SRB) 

Storage Resource Broker(SRB)[89] は，San Diego Supercomputer Center(SDSC) が開発して

いるデータグリッドシステムである．SRB は，Resource Broker の名前の通り，資源へのアクセ

スの仮想化を行い，分散する異機種環境にある資源への仲介を行う．SRB は，メタデータを用い

て資源への仲介をしている．SRB では，ユーザが識別しやすいデータ属性であるファイル名と，

SRB システム内のユニークな識別子をマッピングする．マッピング情報とデータの物理的な位置

情報は，MCAT(Metadata CATalog)サーバと呼ばれるメタデータ管理サーバ上に保存される． 

SRB のメタデータは，Dublin Core メタデータと科学技術の専門分野のメタデータから構成さ

れている．  
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図 7-5 SRB の位置づけ 

7.3.2 Gfram 

Gfarm[90] は，産業総合研究所グリッド研究センタが開発している広域ネットワーク環境にお

けるグリッドファイルシステムである．Gfarm は，farm は，NFS では想定されていない大規模

な分散ファイルシステム構築を目的に設計され，グローバルファイルシステムを提供する．  

Gfarm では，データを実データとメタデータに分離して管理する．  

MDS(Meta Data Server)は Gfarm ファイルシステムのメタデータを管理する．ホスト上では，

メタデータサーバの gfmd と，LDAP サーバ(slapd)，PostgreSQL サーバ(postmaster) などのバ

ックエンド・データベースで構成されている．  

I/O Server は，Gfarm ファイルシステムのデータ記憶領域を提供する．  

 

図 7-6 Gfarm のアーキテクチャ 
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 SRB も Gfarm もともにファイルシステムの広域化で保存場所を保持しているメタデータ管理サ

ーバを必要としており，その広域網上の配置に工夫が必要である．一方，提案の広域オブジェク

トストレージについては，保存場所についての認識のためのメタサーバを必要としないため，オ

ブジェクトストレージシステムの構成変更への柔軟性が高い． 

第8章 議論 
提案したアプローチとそれに基づくアーキテクチャを適用することで，従来のアプローチで課

題であった標準化策定およびそれに合わせたソフトウェア追加開発という実現上の困難性やフ

ェデレーションポータルによる最大公約数的機能のみの提供でクラウド連携の限られた有効性

を克服することができた．すなわちクラウド連携の実現性も有効性も高いクラウド連携によるア

カデミックコミュニティクラウドの実現に目途がついた． 

本章では実現性および有効性について前章までに述べた内容をまとめ上記主張を検証する． 

【実現性】 

ベアメタルマシンの起動・制御に関するすでに普及している標準仕様（PXEboot, IPMI）のみ

を前提としたクラウド連携アーキテクチャについて実装し，実用的な想定性能を達成することを

確認した． さらにこの際開発したソフトウェアを dodai/colony というオープンソースプロジ

ェクトを通じて，公開した．このため我々の評価環境と同等汎用サーバを用いれば同様のクラウ

ド連携が実現可能である． 

但し，現状 dodai の実装の際には特定の OpenFlow Controller を前提とした実装となっている

ため，この部分をさらに抽象的なネットワークインタフェース（例えば quantum）を使って改善

すれば，さらに実現性は向上する． 

【有効性】 

各クラスタ上にクラウド基盤を動的にデプロイするため，それぞれのクラウド基盤が持つ個別

機能は全て利用可能であるし，利用に最適なデプロイの構成が定義できる．実際に実装したデプ

ロイ対象クラウド基盤は OpenStack, Eucalyptus, Hadoop, GridEngine の 4種であるけれど，対

象クラウド基盤をさらに増やすための手順も確立した．このため，このアプローチによるクラウ

ド連携の有効性はポータルによるそれよりも高いと言える． 

以下に実現性および有効性に関する議論についてまとめる． 

8.1 実現性 

実現性に課題を持つ標準化によるアプローチでは，具体的には実現までにかかる時間とコスト

が問題であった．提案アプローチとアーキテクチャについてこれら二つの視点からまとめる． 

8.1.1 実現までに要する時間 

提案アプローチおよびアーキテクチャを適用したアカデミックコミュニティクラウドを，以下

のステップを踏むことで，実現できる． 

（１）ステップ１ 

 提案アプローチの特徴である動的にクラウド基盤を構築するためには技術的な課題以外にソ

フトウェアライセンス上の課題を解決しておく必要がある．すなわち，ライセンス条件がきびい

しいソフトウェアを用いたクラウド基盤を用いることはこの動的構築を行う妨げとなる．一つの

回避方法がオープンソースソフトウェアの利用によるクラウド基盤を用いることである．一方，

オープンソースソフトウェアの利用によるクラウド基盤については実用に耐えるレベルのソフ
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トウェア品質を持つことを検証する必要がある． 

 オープンソースソフトウェアで実用的なクラウド基盤を構築する必要がある． 

筆者らは教育クラウド edubase Cloud に用いるクラウド基盤をオープンソフトウェアにより構

築し，2年間を超えて実用運用することで，この実用性を検証してきた． 

（２）ステップ 2 （設計方針 1,2,3,4 の実現） 

本研究で提案しているアーキテクチャのハブとなるインタークラウド基盤を第 5章で説明した

設計方針 1, 2, 3 , 4 を満たす形で実現する． 

これは研究クラウド gunnii およびそれを SINET に接続したプロトタイプで実現できている．

しかも，NII の研究クラウドとして実装し，クラウドサービスを 2012 年 7月より開始しその実現

性は検証できている． 

（３）ステップ 3（設計方針 5の実現） 

各大学のプライベートクラウドの延伸としてステップ１で実現したインタークラウド基盤内

に動的に構築できる．この際，このクラウド基盤の上にマシンイメージをインタークラウドスト

レージサービスから呼び出し起動することで起動時間の短縮が実現できる． 

これは第 7章のインタークラウドストレージサービスの実現とインタークラウド基盤実験シス

テム上のクラウドマイグレーションの実施により確認できた． 

目標とした 20,000 コアには満たないけれど 1500コア規模のインタークラウド基盤が構築でき

ることと，それがスケールする方式であることを確認した．このため目標規模のインタークラウ

ド基盤が構築可能である見通しが得られた．また，2,000 コア規模のクラウド基盤およびその上

の仮想マシン起動までを 1 時間以内に目標性能については，クラスタ確保まで 10 秒以内（デフ

ォルト OS 指定の場合）， クラウド基盤構築（OpenStack の場合）5 分以内，仮想マシン立ち上

げ 4 分以内，を達成しトータルで 10 分以内の立ち上げが実現できる見通しを得た．すなわち，

技術的には本論文で提案しているアーキテクチャを用いることで第 1章で述べた規模および性能

目標を満たすアカデミックコミュニティクラウドでのクラウド連携向けインタークラウド基盤

を構築できることが分かった． 

（４）ステップ 4（設計方針 6の実現） 

 各大学のプライベートクラウドの延伸としてステップ１で実現したインタークラウド基盤内

に動的に構築できる．この際，インタークラウド基盤のアクセス制御のための ID 管理は学認に

より実施できることで利便性を持たせることができる． 

 これは研究クラウド gunnii での学認対応やインタークラウド基盤実験システムでの学認対

応で実現でき，実用に供している． 

以上のステップ経てアカデミックコミュニティクラウドに向けたプロトタイプ構築を通じ，提

案アプローチおよびアーキテクチャの実現性の高さを検証できた．すなわち，技術的にはすでに

アカデミックコミュニティクラウドにおけるクラウド連携は実現できており，後は実際のインタ

ークラウド構築基盤を構築すれば，各大学からの学認による認証を経た利用ができる状態にある．

具体的にクラウド連携の対象とできるクラウド基盤は現在 Eucalyptus, OpenStack, Hadoop, 

GridEngine であるが，これは現在 dodai-deploy がサポートしているものという制限であり，こ

の対象クラウド基盤を今後必要に対応して増やして行くことは容易である． 

すなわち，図 8-1 に示すように提案アプローチとアーキテクチャについては技術的な実現性は

確認されており，普及のためのインタークラウド基盤センタは 2013 年夏に完成予定でそのプロ

トタイプ開発に着手している．後は実証実験を実施し，その有効性への賛同を増やしつつ普及す

る期間が 1-2 年程度必要であると考えられる．一方，標準化アプローチにおいては仕様設計につ
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いては完了しているプロジェクトもあるものの技術検証や実装に着手しているプロジェクトは

無く後何年先にアカデミックコミュニティクラウドで採用できるものが出てくるか不明である．

ポータルを前提としたアプローチについてはすでに実用レベルのサービスがあり活用が進んで

いる． 

 

図 8-1 実現性（実現までに要する時間） 

8.1.2 実現までに要するコスト 

 ベアメタルマシンの起動・制御に関するすでに普及している標準仕様（PXEboot, IPMI）のみ

を前提としたクラウド連携アーキテクチャについて実装し，実用的な想定性能を達成することを

確認した．さらにこの際開発したソフトウェアを dodai/colony というオープンソースプロジェ

クトを通じて，公開した．このため我々の評価環境と同等汎用サーバを用いれば同様のクラウド

連携が実現可能である．すなわち，提案アプローチとアーキテクチャを採用すれば，オープンソ

ースソフトウェアと汎用ハードウェアを用いたシステムインテグレーションを実施することで

実現できるため，特別な追加開発など実施する必要がない．クラウド連携の対象とできるクラウ

ド基盤は現在 Eucalyptus, OpenStack, Hadoop, GridEngine であるが，これは現在 dodai-deploy

がサポートしているものという制限であり，この対象クラウド基盤を今後必要に対応して増やし

て行く必要があれば，そのパッケージの依存関係に関する情報とテストスクリプトを追加するコ

ストのみである．但し，現状 dodai の実装の際には特定の OpenFlow Controller を前提とした実

装となっているため，この部分をさらに抽象的なネットワークインタフェース（例えば quantum）

を使って改善すれば，さらに実現性は向上する．一方，標準化によるアプローチでは第 3章で述

べた全ての設計方針に関する標準対応を各クラウド基盤側で実施する必要があり，そのコストは
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設計方針 xクラウド基盤数になる．さらに，これの開発はクラウド基盤側の変更や標準化案の変

更の毎に発生する． 

また，ポータルによるアプローチでは対象とするクラウド基盤毎の差分吸収のための開発が必

要となる． 

8.2 有効性 

有効性に課題を持つポータルを利用するアプローチでは，実現できる機能（クラウド基盤機能，

クラウド基盤連携機能，ユースケース実現）に問題があった．提案アプローチとアーキテクチャ

について実現できる機能の視点からまとめる． 

8.2.1 クラウド基盤機能の有効性 

提案アプローチでは，クラウド基盤を動的に構築するためにネイティブな機能をそのままサポ

ートできる．そのため，各クラウド基盤のエコシステムとして形成されている各種ユーティリテ

ィ機能もそのまま利用できる．一方，ポータルを利用するアプローチでは対象とするクラウド基

盤の持つ機能の最大公約数的機能を定義して，それのみが提供可能になる．従って各クラウド基

盤のエコシステムとして形成されている各種ユーティリティ機能は利用できない．標準化による

アプローチでは標準化されたクラウド基盤機能は全て活用できる． 

8.2.2 クラウド基盤連携機能の有効性 

 提案アプローチでは，第 5章で述べた以下のインタークラウド基盤への設計方針は全て実現で

きる． 

設計方針１(R1): クラウドへのリソース割り付けの柔軟性 

設計方針２(R2): ベアメタルなマシンでのクラスタ構築 

設計方針３(R3): クラウド間の分離 

設計方針４(R4): クラウド構築/運用の簡単化 

設計方針５(R5): 地域分散型オブジェクトストレージ 

設計方針６(R6): 外部認証の利用 

 一方，ポータルを利用するアプローチでは各クラウド基盤とのネットワーク設定や認証連携

については個別に解決れば連携が可能である．標準化によるアプローチでは標準化されたクラウ

ド基盤連携機能は全て活用できる． 

8.2.3 ユースケース実現に関する有効性 

各クラスタ上にクラウド基盤を動的にデプロイするため，それぞれのクラウド基盤が持つ個別

機能は全て利用可能であるし，利用に最適なデプロイの構成が定義できる．実際に実装したデプ

ロイ対象クラウド基盤は OpenStack, Eucalyptus, Hadoop, GridEngine の 4種であるけれど，対

象クラウド基盤をさらに増やすための手順も確立した．このため，このアプローチによるクラウ

ド連携の有効性はポータルによるそれよりも高いと言える． 

基本アーキテクチャについては NII の研究クラウドとして実装し，クラウドサービスを 2012

年 7 月より開始しその有効性を示せている．具体的には，既存クラスタ内の NIS サーバや NFS サ

ーバとの接続について，利用者側では何も，使っているリソースがクラウド内のものであるか，

新規に購入後，直接自分のネットワークに接続した際の差が感じられないことを確認している．

また，教育クラウドの#16 番目以降のミニクラウドを動的に構築し，さらにはその Node Contoller 
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数を動的に変化させて利用している． 

 また，6.5 で示した通り別の拠点のリソースを借りてクラウド全体をマイグレーションするこ

とがコマンド一つで可能となっている．このことにより例えば法定停電の際のクラウド基盤サー

ビス継続の実現の可能性を示せた． 

具体的には，各クラウド基盤本来が持つ特徴的な機能提供ができない点を克服できることを第

6章のプロトタイプシステム上の実験により U1-U4, U7 のユースケースを満たすことを検証した． 

（１）急激な負荷増加に対する性能を保証（U1） 

クラウド基盤(OpenStack)で急激に負荷が増加した場合，インタークラウド基盤内に設置した

dodai-compute を利用し，インタークラウド基盤データセンタ内に必要な台数のベアメタルノー

ドを確保し，それをクラスタ化し，自らのクラウド基盤を構成しているネットワークを L2 延伸

する．この L2 延伸部分については事前に SINET 側に VPLS 申請し利用する VLANID を確保した．

この際，ベアメタルを獲得するためのインタークラウド基盤のサービスを利用する際に学認 ID

でサービス利用した．その後，dodai-deploy を利用し，既存のクラウド基盤を構成するノードと

同一 L2ネットワークに組み込まれたベアメタルノードに既存のクラウド基盤(OpenStack)のコン

ピュートノード用ソフトウェア nova-compute をデプロイメントし，それを既存クラウド基盤に

組み込んだ．その拡張されたクラウド基盤上で仮想マシンを起動する際にも colony 内に保存し

たマシンイメージをした． 

（２）遅延に対する性能保証（U2） 

インタークラウド基盤内に設置した dodai-compute を利用し，インタークラウド基盤データセ

ンタ内に必要なベアメタルノードを確保し，それをクラスタ化し，自らのクラウド基盤を構成し

ているネットワークを L2 延伸した．この L2 延伸部分については事前に SINET 側に VPLS 申請し

利用する VLANID を確保した．この際，ベアメタルを獲得するためのインタークラウド基盤のサ

ービスを利用する際に学認 ID でサービス利用した．その後，dodai-deploy を利用し，既存のク

ラウド基盤を構成するノードと同一 L2 ネットワークに組み込まれたベアメタルノードに既存の

クラウド基盤のコンピュートノード用ソフトウェアをデプロイメントし，それを既存クラウド基

盤に組み込む．colony を利用して，試験用仮想マシンに対応するマシンイメージスナップショッ

トを地域分散型オブジェクトストレージに格納しておき，それをインタークラウド基盤内で起動

した場合にレイテンシが小さくなることを確認した． 

（３）災害や大規模故障発生に対する可用性保証，サービス継続（U3, U4） 

クラウド基盤(OpenStack)の管理情報（ユーザ情報，クラウド基盤構成情報，マシンイメージ

スナップショット，ボリュームスナップショット）について colony を用いて地域分散型オブジ

ェクトストレージに格納した．次に，インタークラウド基盤内に設置した dodai-compute を利用

し，インタークラウド基盤データセンタ内にクラウド基盤サイズに合わせて必要なベアメタルノ

ードを確保し，それをクラスタ化した．この際，ベアメタルを獲得するためのインタークラウド

基盤のサービスを利用する際に学認 ID でサービス利用した．その後，dodai-deploy を利用し，

既存のクラウド基盤を新規に構築したクラスタ上に再現する．この時，colony を用いて，前に蓄

積してあったクラウド基盤構成情報を用いる．さらに再構築したクラウド基盤上に colony を用

いてクラウド基盤のユーザ管理情報やマシンイメージスナップショット，ボリュームスナップシ

ョットをリストアする．該当仮想マシンを起動することでサービス再起動を行えた． 

（５）特殊リソースを利用する計算処理（U7） 

dodai-compute を利用し，特殊リソース近くにあるという想定のインタークラウド基盤データ

センタに依頼して計算処理必要なベアメタルノードを確保し，それをクラスタ化し，自らのクラ
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ウド基盤を構成しているネットワークを L2 延伸する．この際，ベアメタルを獲得するためのイ

ンタークラウド基盤のサービスを利用する際に学認 ID でサービス利用する．その後，

dodai-deploy を利用し，既存のクラウド基盤を構成するノードと同一 L2 ネットワークに組み込

まれたベアメタルノードに既存のクラウド基盤のコンピュートノード用ソフトウェアをデプロ

イメントし，それを既存クラウド基盤に組み込む．colony を利用して，利用者の計算処理に必要

なマシンイメージスナップショットを地域分散型オブジェクトストレージに格納してき，新たに

構築したクラウド基盤側で起動する際にこのスナップショットを利用した．  

以上に加え，元々のアーキテクチャの特徴である各アカデミッククラウドを延伸するという特

徴により元々のアカデミッククラウドの持つ機能はそのまま使えると言う有効性がある．また，

L2 接続により遠隔地へのクラウド基盤の延伸であるということを活用することで，クラウド基盤

内での仮想マシンのライブマイグレーションが容易に実現でき，これは遠隔地へのライブマイグ

レーションとなる．この遠隔地へのライブマイグレーションを活用することで負荷の動的バラン

シングやレイテンシの削減のための仮想マシン移動が実現可能となる． 

また，第 6章で述べたクラウド基盤全体の遠隔地へのマイグレーション時には仮想マシンで提

供しているサービスをマイグレーション前に停止し，スナップショットを地域分散オブジェクト

ストレージサービスに格納して，マイグレーション先でスナップショットを再起動し，サービス

を再開する必要があった．しかし，遠隔地へのライブマイグレーションとクラウド基盤全体のマ

イグレーションを組み合わせることでサービス無停止でのクラウド全体のマイグレーションが

実現できる可能性がある． 

 

図 8-2 有効性  
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第9章 結論 
新しいアプローチによるインタークラウドを実現するためのプロトタイピングを行い，それが

実際にこのアプローチでの実現の際に必要な機能を満たすことを確認すると同時に一つのユー

スケースである DR 向けのクラウドマイグレーションもこのプロトタイプ上で実現し，このアプ

ローチの妥当性を確認した．その他クラウドバーストに関するユースケースも実際に実現し，NII

の研究クラウドで利用している．この他のユースケースについても机上では実現できることが分

かっているため，本アプローチは新しいアプローチとして先に進める価値がある． 

 また，本研究はネットワークおよび認証連携の進んだアカデミックコミュニティに関するクラ

ウド連携のためのアーキテクチャを論じたものであるけれど，他のコミュニティについてもネッ

トワークと認証連携が進み，同等のコンピューティングに対する要求が発言したコミュニティへ

の適用が可能となる． 

 本研究では従来の方法では困難であったクラウド型アプリケーションを他拠点のリソースを

使っても継続実行を可能とすることを目的として新たなアーキテクチャを提案した． 

第 1章は，本研究の背景や目的について述べた．第 2章では，クラウド基盤連携に関する代表

的なユースケースについて述べた．第 3章では，クラウドコンピューティングの分野における動

向と，従来のアプローチが持つ課題について説明した．第 4章で，この課題を解決する本研究で

追求する新しいアプローチの提案を行った．さらに，このアプローチに沿ってインタークラウド

基盤を構成する際に必要な設計方針を整理した．第 5章では，この設計方針を達成するためのア

ーキテクチャを示した．第 6章では，アーキテクチャの有効性と実用性を検証するために構成し

たプロトタイプについて説明した．第 7章で，関連研究についてまとめ本提案の位置づけを述べ

た．第 8 章では，解決策として提案した，動的配備を行う際のアーキテクチャについて，実現性

と有効性の観点から議論した．第 9章で，研究を通じて得られた知見をまとめると同時に，提案

手法の有効性および限界について示し，本論文を結んだ． 

 

9.1 本研究の達成度 

従来方式で課題であったクラウド連携に関する実現性と有効性の両方を同時に満たすアーキ

テクチャを提案し，議論の結果，アカデミックコミュニティクラウドを実現する際に使える実用

的なアーキテクチャであると結論付けることができた． 

9.1.1 実現性に関する議論 

ベアメタルマシンの起動・制御に関するすでに普及している標準仕様（PXEboot, IPMI）のみ

を前提としたクラウド連携アーキテクチャについて実装し，実用的な想定性能を達成することを

確認した． さらにこの際開発したソフトウェアを dodai/colony というオープンソースプロジ

ェクトを通じて，公開した．このため我々の評価環境と同等汎用サーバを用いれば同様のクラウ

ド連携が実現可能である． 

但し，現状 dodai の実装の際には特定の OpenFlow Controller を前提とした実装となっている

ため，この部分をさらに抽象的なネットワークインタフェース（例えば quantum）を使って改善

すれば，さらに実現性は向上する． 
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9.1.2 有効性に関する議論 

各クラスタ上にクラウド基盤を動的にデプロイするため，それぞれのクラウド基盤が持つ個別

機能は全て利用可能であるし，利用に最適なデプロイの構成が定義できる．実際に実装したデプ

ロイ対象クラウド基盤は OpenStack, Eucalyptus, Hadoop, GridEngine の 4種であるけれど，対

象クラウド基盤をさらに増やすための手順も確立した．このため，このアプローチによるクラウ

ド連携の有効性はポータルによるそれよりも高いと言える． 

9.1.3 議論の前提条件 

 上記議論は以下の前提条件のもとに実施されたという限界がある． 

１． 規模的制約 

実利用の規模での運用まで含めた検証に基づくものではなく，プロトタイピング規模のシ

ステムの上での実験結果に基づいている． 

２． トポロジ的制約 

インタークラウド基盤データセンタというアカデミックコミュニティクラウド全体のハ

ブ的なハードウェア運用者の存在を前提としている． 

３． スコープ的制約 

現在，スコープを国内のアカデミックコミュニティに限定しているため SINET 接続を前提

とした議論をしている．国際的なアカデミックコミュニティ連携や商用クラウドとの連携ま

でスコープには入っていないという制約がある． 

４． 対象コミュニティの制約 

本論文で提案したクラウド連携アーキテクチャを適用するコミュニティはアカデミック

コミュニティとしている．このことでネットワークや認証基盤についての限定的な前提条件

が仮定して議論が展開できた．アカデミックコミュニティ以外のコミュニティのためのコミ

ュニティクラウド構築に，そのまま議論を適用できない． 

9.2 学術的な貢献 

日本のアカデミックコミュニティクラウドのように高速で L2VPN機能を持つネットワークを前

提と出来る場合には，既存のベアメタルマシンに対する起動・制御に関する普及している標準の

みを前提にして，実現性と有効性のいずれも高くできるクラウド連携アーキテクチャを提案する

と同時に，実装・評価し，それが実用的なアカデミックコミュニティ向けクラウド連携機構とし

て使えることを示した．全体アーキテクチャについては，科学分野でのアプリケーションに適し

たアカデミックコミュニティクラウドアーキテクチャについてユースケース U7 に沿った国際会

議発表を行った[14] ． 

全体アーキテクチャのみならずそれらを構成するコンポーネントレベルでもそれぞれ新規性

のあるものとなっている． 

9.2.1 既存クラスタを容易に拡張できるベアメタルクラウ

ド 

IaaS 向けオープンソースクラウド基盤で仮想化層(Hypervisor）を使って仮想マシン起動を実

施している部分を改造し，標準インタフェースのみを用いて，物理マシンの管理・制御が行える
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ようにした Cluseter as a Service について国際会議発表発表を行った[21]． 

9.2.2 スケーラブルな自動デプロイサービス 

デプロイするクラウド基盤の構造より事前に依存関係を抽出しておくことにより，デプロイ処

理で並列動作可能な部分について最大限並列動作させる仕組みを MCollective と Puppet により

実装し，スケーラビリティを確保することについて国際会議発表発表を行った [23]． 

9.2.3 ネットワークアウェアな地域分散型オブジェクトス

トレージサービス 

広域ネットワーク上の位置情報を認識するようオープンソースオブジェクトストアシステム

の，オブジェクト配置メカニズムを改善することとキャッシュメカニズムを導入することでクラ

ウド基盤から利用するマシンイメージやデータへのアクセスの高速性を達成することについて

国際会議発表発表を行った[22]． 

9.3 残された問題点 

「9.1.3 議論の前提条件」で述べた制約に対応して提案アーキテクチャについて，以下の問題

点が残っている． 

9.3.1 実用的なサイズでの運用 

 第 1 章で目標として掲げた 20,000 コア規模のインタークラウド基盤を実運用する際に必要と

なる周辺技術やノウハウの蓄積がまだなされていない．これを克服するためには実際に上記規模

の構築を目指した技術検証と実現後の運用技術の蓄積が必要である． 

9.3.2 各アカデミッククラウド提供機関内のハードウェア

リソース提供 

 各アカデミッククラウドとハブ的なインタークラウド基盤データセンタというハブ アンド 

スポーク型ではインタークラウド基盤データセンタのスケーラビリティに依存したアカデミッ

クコミュニティクラウドのスケーラビリティとなる．アカデミックコミュニティクラウドのスケ

ーラビリティをさらに高めるためには，Peer to Peer 型のトポロジにも対応する必要がある．す

なわち各アカデミッククラウド提供機関内のハードウェアリソースを相互提供する仕組み作り

が必要となる． 

9.3.3 国際連携 

国内にとどまらず国際的なアカデミッククラウド連携を実施する場合，SINET のネットワーク

機能のみを前提にすることができない．この場合，L2 over L3 技術等の適用によりさらに適用範

囲を広げる必要がある．この場合，本提案では SINET が保証していた性能や QOS について国際連

携時にどう保証するのかという課題が残されている． 

9.3.4 対応コミュニティ拡大 

アカデミックコミュニティ以外のコミュニティ向けコミュニティクラウド構築に貢献するた
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めには SINET や学認のみに依存しないアーキテクチャが必要となる．例えば，インターネット接

続のみを前提としたアーキテクチャの開発が残された問題である． 

9.4 本研究にかかわる研究/標準化技術の今後の展開 

以下の順で今後本研究の成果を展開して行く予定である． 

１． 実用的なサイズでのインタークラウド基盤の実装と議論を実施し，その運用性の確認を行

う． 

２． オープンソース化したインタークラウド基盤ソフトウェアを普及することでクラウド連携

の標準化を必要としないアカデミックコミュニティクラウド構築を推進する． 

３． インタークラウド基盤上に構築できるクラウド基盤の種類を順次充実させることで，さら

に適用範囲の拡大をはかる．具体的にはビッグデータ基盤連携やスパコン連携などを対象とする． 

9.5 今後の展望 

 今後は研究成果を実際のSINETと学認と連動するインタークラウド基盤の構成に活用すること

で，ネットワーク，認証基盤それにクラウド基盤が一体となった学術基盤を構成し，アカデミッ

ククラウド利用者にとって使い易く，さらに投資対効果の高いサービス提供したい．（図 9-1）   

技術的な主な問題は本研究を通じて解決したのだが実際にアカデミックコミュニティクラウ

ドを実現するためには，関係者の合意，特に継続的財政支援に関する仕組み作りが最も大きなハ

ードルになると推測される．このハードルを越えるためにも，基本的な仕組みに提供にとどまら

ず，さらに使い易い仕組み作りを通じて利用者コミュニティを構築して行く必要がある． 

 

 

図 9-1 アカデミックコミュニティクラウドの実現に向けた取り組み例 
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化として，コンテクストアウェアアクセス制御に関する研究成果を活用した，Selfdeployable 

Software とその実行を支えるデータセンタ Kernel に関する研究がある． 

前者は付録 Aに示すセキュアコンテクストアウェアネス研究「動的なアクセス権変更をスケーラ

ブルに実現するコンテクストアウェアアクセス制御方式 ACA2の提案」や[41],[42],[43]の研究成

果を元に発展させる予定である．後者については本研究と上記研究を組み合わせることにより

Data center kernel 側への設計方針を明確にすることで進行させる． 

クラウドの基盤ソフトとして CaaS を今後 OS kernel に相当する Data center kernel として

モデル化することで，さらにアプリケーションから使い易いクラウド基盤として成長させて行き

たい．（図 9-2）この際，既存の IaaS のようにサービスとして呼び出すと言う１方向の関係では

なく，インフラ側の状況を通知し，それに従った動きをアプリケーション側が動的に実施できる

仕組みを基盤側に予め埋め込むアプローチを取る．例えば SINET の状況変化により利用するネッ

トワークルートを動的に変化させるなど，コンテクストアウェアなアクセス制御の技術を適用し

たクラウド基盤構築を目標とする． 

 

 

図 9-2 提案アーキテクチャの進化 
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